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第６５回租税研究大会開催にあたり
会長挨拶

公益社団法人日本租税研究協会会長

西田 厚聰
（株式会社東芝 会長）

本日は，第６５回の開催となります租税研究大
会に多数の皆様と講師の方々にご参加いただき，
心から御礼申し上げます。特に，財務省星野大
臣官房審議官，総務省平嶋大臣官房審議官には，
業務ご多忙中にもかかわらず，パネリストとし
てご出席をいただき，誠にありがとうございま
す。また，ご出席の皆様方には常日頃，租研の
事業活動にひとかたならぬご支援・ご協力を賜
っております。本席をお借りいたしまして，あ
らためて厚く御礼申し上げます。

さて，平成２４年１２月に安倍政権が発足致しま
して，日本の政治，経済情勢には劇的な変化が
見られるようになりました。安倍政権は，いわ
ゆるアベノミクスの「三本の矢」によって，強
い日本，強い経済を取り戻すとして，強いリー
ダーシップを発揮されておりますが，その効果
もあり日本経済には，為替相場や株式市場に大
きな変化が出ており，実体経済に回復の兆しが
見え始めております。

世界経済・金融情勢による景気の下振れリス
クや，アベノミクスに対する批判が一部にはご
ざいますものの，２０年近く続いたデフレからの
脱却と持続的な成長への期待が一層高まってお
ります。

日本経済の持続的成長には，長年にわたる構
造問題の原因を取り除き，規制改革などの構造
改革を早期に進め，成長戦略の確実な実行に努
力し，経済の構造転換を加速することが，何よ
りも重要であるといえます。

日本経済は，長年の低成長等によりまして，
世界における経済的地位が著しく低下しており
ますことは皆様ご承知のとおりであります。経
済活動を活性化するためには，構造改革を進め
ることにより，弛みなくイノベーションを創出
し，国際競争力を強化するとともに，生産性を
上げ，企業収益を拡大し，雇用，所得を増大さ
せ，経済成長に好ましい正のスパイラルをもた
らすことが重要であります。そのためにも，経
済活動のグローバル化時代に相応しい成長戦略
の確実な実施に官民を上げて，早急に取組んで
いかなければなりません。

少子・高齢化の急速な進行に伴いまして，社
会保障の給付は既に１０９兆円を超える水準にま
で膨張し，一方，税と社会保険料をあわせた国
民負担は横這いないし減少しており，世界に例
を見ないほど受益と負担のアンバランスが拡大
しております。
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税制抜本改革法による消費税率の引き上げは，
財政健全化に向けた大きな一歩ではありますが，
今後は税率引き上げを確実に実施していくこと
が何よりも重要です。しかし，この引き上げだ
けでは受益と負担のアンバランスを解消するこ
とはできません。今後も社会保障費は拡大して
いくことが見込まれますので，社会保障制度の
思い切った重点化・効率化によって給付の抑制
を進めるとともに，新たな税収の確保が不可欠
となっております。

わが国の長期債務残高は，既に歴史的，国際
的に最悪の水準となっております。財政健全化
を確保することが持続的成長を支え，社会保障
をはじめ国民生活を維持していく基盤ともなり
ますので，中長期の財政計画において，財政健
全化への取り組みを一段と強化することが必要
です。

財政健全化目標に基づく改革案とその実行ス
ケジュールを明確なものとし，確実に実行する
ことによって，国民からの信認のみならず，日
本に対する国際的な信認を得ることが必須要件
であります。これからの日本が，安心で豊かな
国民生活を維持し，世界における超高齢社会の
指導的な国となり得るのか，今，正に岐路に立
っております。日本は，この歴史的転換点にお

いて国民の力を結集し，新たな「日本」を創造
していかなければならないと思います。

私ども租研は，民間の立場から，税・財政の
問題を調査・研究し，毎年，中長期的な課題を
含め，あるべき税制改革について提言を行って
おります。当協会では，これまでも成長戦略と
財政の健全化，社会保障制度改革を一体的に推
進するためには，「経済活力の強化」と「安定
財源の確保」をキーワードとして，消費税率の
引き上げの着実な実施と新たな税制改革への取
組みが必要であると考えてきました。

税制抜本改革法による消費税率の引上げは，
この当協会の提言にも沿ったものであります。
これを確実に実施するとともに，中長期の財政
健全化目標を達成する確固たる姿勢を提示し，
国内ばかりでなく，国際的な信認を高めること
が必要です。さらに，経済成長戦略を早期かつ
確実に実行することにより，わが国が直面する
歴史的転換点を乗り越え，新たな「日本」が創
造されることを期待しております。

本東京大会におきましては，本日午前中の増
井教授，明日午前の岡村教授からの研究報告，
そして，これから開催いたします討論会「税制
改革を巡る現状と課題」と明日の「国際課税を
巡る現状と課題」の２つの討論会を予定してお

― 2 ―



ります。ご参加いただく皆様は税制，財政に精
通された方々ばかりでございまして，大変有意
義なお話を伺えるものと思います。皆様ととも
に，大きな期待を込めて拝聴したいと存じます。

最後になりましたが，ご出席の皆様方の今後

ますますのご発展をお祈り申し上げますととも
に，当協会の活動につきましても，今後とも一
層のご支援，ご協力を賜りますよう，切にお願
い申し上げまして私の開会の挨拶とさせていた
だきます。
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１．はじめに

�１ BEPS行動計画
２０１３年２月，OECD が BEPS 報告書を公表

しました１。BEPS 報告書は，税源浸食の鍵と
なっている事項を列挙し，各国に対応を促して
います。そのひとつが，本日の論題である，企
業グループ内金融取引（intra―group financial
transactions）です。

２０１３年７月には，BEPS 行動計画が公表され
ました２。１５の行動計画のうち，行動４は，負
債利子の損金算入などによる税源浸食につい
て，２つのことを計画に盛り込みました。
＊国内法の設計に関するベスト・プラクティス

の策定
＊移転価格ガイドラインの改正

それぞれ，２０１５年の９月と１２月を目標にして
います。

こうして現在，多国籍企業グループの利子費
用控除は，ホットなテーマになってきています。

英国上院，豪財務省も，これに対応するペー
パーを出しています３。

�２ この報告の趣旨
こういった動きが顕在化する以前から，理論

的な研究がされてまいりました。企業グループ
内部の負債は，独立企業間の負債と経済的性質
が異なります。にもかかわらず，税制は，負債
について利子費用が発生すれば損金算入を認め
ます。これと対照的に，株式について配当を支

―――――――――――――――
１ OECD（２０１３a）．引用文献については，末尾のリストを参照。
２ OECD（２０１３b）．
３ House of Lords（２０１３），Australian Government Treasury（２０１３）．

報告 ９月１０日�・午前

多国籍企業の利子費用控除に
関する最近の議論

東京大学大学院法学政治学研究科教授

増井 良啓
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払っても損金に算入しません。つまり，負債
（debt）と株式（equity）とで，対照的な扱い
を維持している。このような基本構造が，問題
の根っこにあります。

本報告では，株式と負債の区別がなぜ国家間
税源移転につながってしまうかをご説明し，多
国籍企業の利子費用控除についてどういう議論
がされているかを簡単にご紹介します。

そのさい，とくに金融機関に限定せず，一般
の事業会社を念頭におきます。BEPS の議論が
ここまで政治的にハイレベルの支持を得るよう
になった背景には，２００８年の国際金融危機があ
ります。金融危機の発生に税制も一役買ってい
たのではないかという議論があり，まさに負債
の課税取り扱いが問題とされました４。しかし，
本日は，法人税制一般の課題として，多国籍企
業の利子費用控除の問題に接近します。

２．多国籍企業の課税にとってな
ぜ利子費用控除が問題となる
か？

２－１．収益と費用の地理的マッチング

�１ ３か国モデルの導入
まず，図表１をごらんください。３つの国が

あります。議論を簡単にするため，この３つの
国の法人税制は日本のそれとほぼ同一であると
仮定します。ただ，A 国の法人税率が３０％，B
国の法人税率が０％，C 国の法人税率が１５％で
す。

この税率は限界税率（marginal tax rate）で
す。追加的に１単位の所得を稼得した場合に企
業が直面する税率でありまして，法定税率とは
必ずしも一致しません。法定税率が３０％であっ
ても，過去に赤字続きでその事業年度に繰越欠
損金を利用できるような場合には，追加的に１

単位分の所得を稼得しても限界的には法人税を
余分に支払う必要がない，つまり限界税率が
０％になります。逆に，何らかの理由で適正な
費用控除ができない場合などには，法定税率よ
りも高い限界税率に直面します。ここで限界税
率を問題にする理由は，収益の益金計上と費用
の損金算入が企業行動に与える影響を考えたい
からです。

�２ どの国で収益と費用を計上するか
この例で，多国籍企業が税引後利益を最大化

するには，どの国で収益を計上するのが得策で
しょうか？もちろん，B 国で収益を計上するこ
とです。B 国の税率が０％ですから，A 国や C
国で収益を計上する場合と違って，追加的な収
益に対して法人税がかかりません。もし他のコ
ストが変わらなければ，収益計上は低課税国に
もっていきたいのが，多国籍企業の行動原理で
す。

それでは，費用計上については，どの国で行
うのが有利でしょうか？これは，税率の高い国，
A 国です。A 国で費用控除を行うことで，費
用控除額の３０％分の法人税額が減少します。こ
れに対し，C 国で費用計上しても１５％分しか法
人税額が減りません。B 国に至ってはもともと
税率が０％ですので，B 国で費用控除を行って
も，法人税額の減少は見込めません。もし他の
コストが変わらないのであれば，多国籍企業と
しては，高課税国で費用計上を行いたい。

―――――――――――――――
４ キーン（２０１１），藤谷（２０１３）。

図表１ 収益と費用の地理的マッチング
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これを組み合わせると，各国の税率格差を利
用した裁定行動が可能になります。収益は B
国で計上し，費用は A 国で計上する。収益と
費用の地理的ミスマッチが，税引後の利益を最
大化する手だてになるのです。

�３ 裁定行動の発生
実際には，多国籍企業がどこでもうけをだし

て，どこで費用をつけるかは，事業戦略上の必
要に迫られて行うことが多いでしょう。企業は
税引後の利益を最大化したいのであって，ただ
単に税金を減らしたいわけではありません。事
業の存続のためには本業がうまくいくことが前
提になります。皆が皆，法人税を減らすだけの
ために血眼になって，費用や収益の計上地を人
為的に操作するというわけではありません。

けれども，大きな構図としては，いまご説明
したような力学が確実に働いています。そして，
もし小さなコストで収益や費用の計上地を操作
できる環境が与えられれば，実際にも裁定行動
が生じます。

�４ 無形資産と金融資産
その典型例が，高課税国で R＆D 控除を利用

し，できあがった無形資産を低課税国に配置し
て収益をためこむやり方です。アップルやグー
グルなど著名企業について近年報道されている
事案は，ほぼ例外なく，このやり方を組み込ん
でいます。たとえば，米国内で長年 R＆D を行
って費用を控除しておいて，ある時点で国外関
連会社と費用分担契約を結び無形資産をタック
ス・ヘイブンに出し，成果が実ったあとはタッ
クス・ヘイブン関連会社が全世界から使用料を
集金する。こうすることで，セオリー通り，高
課税国で費用を控除し，低課税国で収益を計上
します。これが可能になるのは，無形資産につ
いて地理的な所在の特定が困難であり，しかも
その評価が難しいという特性があるからです。

無形資産と並んでもうひとつ，よく利用され
るのが，金融資産です。金融資産も，地理的な

所在の特定が困難です。金融資産の代表格が株
式や社債です。これらについては，土地や建物
のように物理的に所在地を特定することは意味
を持たず，発行体や債務者の居住地をもって地
理的なつながりを決する他はありません。

２－２．負債と株式の利用による事実
上の納税地選択・その１

�１ 事例の説明
では，負債の利子費用控除は，どういうふう

に利用できるのでしょうか？このことをイメー
ジするために，図表２をごらんください。

いま，多国籍企業グループが C 国で生産活
動を行うとします。この企業グループには，A
国に親会社があり，C 国に完全子会社がありま
す。ここで，C 国子会社が自分自身で借り入れ
をおこすのでは，同じ国の同じ税制の内部で収
益と費用がマッチしますから，地理的ミスマッ
チは出てきません。これに対し，この例では，
有利な地理的ミスマッチを生じさせるために，
A 国の親会社が借り入れて，C 国の子会社に増
資払込みをします。

その結果，次のようになります。C 国子会社
が利益をかせぐと，１５％の税率が適用されます。
税引後の利益から A 国親会社に配当を支払う
と，A 国では外国子会社からの受取配当の益
金不算入制度が利用できます。また，A 国親
会社は，借り入れについて発生した利子費用を
損金に算入します。これによって何が達成でき
るかというと，C 国に課税所得を集中して，A
国よりも低い税率の適用を受けます。税率の高
い A 国でどうなるかというと，益金側がほぼ

図表２ A国の親会社がC国に子会社を設立

― 6 ―



非課税になるばかりでなく，損金側で利子費用
を控除できます。

さきほど，C 国子会社が自分自身で借り入れ
をおこすのでは，地理的ミスマッチが出てこな
いと申しました。収益をだしても１５％の税率に
直面しますし，費用をだしても控除による節税
分は同じ１５％でカウントするからです。これに
対し，この例では，A 国親会社が借り入れを
おこすことで，利子費用控除が３０％分の価値を
持ちます。このような地理的ミスマッチがある
からこそ，企業グループ全体でみた節税につな
がってくるわけです。

�２ 事例の分析
この例は単純に見えますが，良く見てみると，

いくつかのからくりが組み合わさっています。
重要なポイントが３つあります。

ポイント１は，利子費用控除の可否を単体
ベースで判定していることです。企業グループ
としては，親会社が借り入れようが，子会社が
借り入れようが，グループ全体で最適な資金調
達ができれば差し支えありません。しかし，税
制との関係では，グループベースではなく，あ
くまで単体ベースで考えています。言い換えれ
ば，私法上の債務者であるそれぞれの単体法人
の手元で，個々の法人の借り入れに着目して，
費用控除を行っています。これは，特別に国際
的連結納税制度のようなしくみを導入していな
い税制の下では，自然にそうなってしまいます。
日本のグループ法人税制も，国際的な局面には
適用がありません。こうして，多国籍企業はグ
ループベースで意思決定を行うのに，税制は単
体ベースで対応するというズレが生じています。

ポイント２は，C 国子会社が増資しているこ
とです。A 国親会社から借り入れることもで
きたはずですが，そうせずに，新株発行によっ
て資金調達をしています。いま，資金調達のや
り方として，負債（debt）による場合と株式
（equity）による場合を比較してみたのが，図
表３です。

一方で，負債シナリオでは，C 国子会社から
A 国親会社に利子が支払われます。A 国親会
社は，受取利子を益金に計上します。C 国子会
社は，支払利子を損金に計上します。その結果，
法人税の課税は A 国でなされることになりま
す。

他方で，株式シナリオでは，法人税の課税は
C 国でなされます。というのも，C 国子会社か
ら A 国親会社に配当が支払われる場合，課税
取扱いが利子の場合とは逆転するからです。A
国親会社は，受取配当がほぼ益金不算入になり
ます。C 国子会社は，税引後の利益から配当を
行うのであって，支払配当を損金に計上できま
せん。

要するに，株式シナリオを選ぶことによって，
A 国ではなく C 国で法人税が課税されるよう
にしているのです。もちろん，A 国よりも C
国の税率が低いので，こうすることが多国籍企
業にとって有利になります。

ポイント３は，源泉徴収税です。企業にとっ
ては，法人税に加えて，源泉徴収税の考慮も大
切です。この点，二国間租税条約は，親子会社
間配当に係る源泉税を軽減しており，全面的に
免税する条約例も増えています。この例でも，
A 国と C 国の間の条約によって，C 国は源泉
税を軽減するか，免除するかという場合が多い
でしょう。そうなると，源泉徴収税の考慮はほ
とんど不要になります。

このようなからくりがあるため，C 国で負債
をおこすか株式を発行するかにより，事実上の
納税地選択が可能になります。低課税国で納税
することを選択できるのです。これは，C 国で

A 国 C 国

負債シナリオ：
利子支払

益金計上（法人
税○）

損金計上（法人
税×）

株式シナリオ：
配当支払

益金不算入（法
人税×）

損金不算入（法
人税○）

図表３ 負債シナリオと株式シナリオの比較

― 7 ―



 
 

 
 
 

 
 

 
 

直接に借り入れる場合にはできないことです。
また，A 国親会社が C 国子会社に融資する場
合にもできないことです。

２－３．負債と株式の利用による事実
上の納税地選択・その２

�１ 組み合わせた事例
この例を一歩進めてみましょう。図表４をご

覧ください。

この多国籍企業が，B 国にも関連会社を有し
ていたとしましょう。この関連会社は，A 国
親会社の完全子会社です。つまり，B 国子会社
と C 国子会社は，共通親会社の傘の下にぶら
さがった姉妹会社という関係にあります。

いま，C 国子会社が生産活動を行うにあたり，
その資金調達を次のようにします。まず，A
国親会社が資金を借り入れて，B 国子会社に増
資払込みをする。B 国子会社から，C 国子会社
に融資を行う。

これによって，次のことが可能になります。
C 国子会社は，B 国子会社に負債の利子を支払
うと，損金に算入できます。B 国子会社は，利
子を受け取りますが，それにかかる税率は０％
です。B 国子会社が A 国親会社に配当を支払
いますと，A 国親会社は，受取配当益金不算
入制度を利用できます。A 国親会社は負債利
子を損金に算入し，３０％の税率分の節税効果を
享受します。

こうして，C 国では損金算入によって課税所
得が消え，B 国にためこんだ利益に適用する税
率は０％であり，高課税国の A 国では益金不
算入と利子費用損金算入となります。ABC い
ずれの国においても課税されないどころか，経
済的にはマイナスの課税になります。事実上，
補助金を与えているのと同じ結果になるのです。

�２ 歯止め
以上のご説明に対しては，そんなにスムーズ

にいくわけがないという感想をお持ちの方もい
らっしゃるでしょう。たしかに，現実の税制に
は，いくつもの歯止めが設けられています。た
とえば，次のような歯止めです。
＊源泉税。B 国が自他共に認める歴然としたタ

ックス・ヘイブンであったとすれば５，A 国
や C 国が，B 国との間の二国間租税条約で
源泉税を軽減することはありません。

＊CFC 税制。B 国子会社が受動的所得を貯め
込むだけの機能を果たしている場合，A 国
の CFC 税制が適用される可能性があります。

＊過少資本税制。C 国が利子費用控除を制限す
る立法措置を講ずることがあります。

＊所得の人的帰属の認定。これは事実認定の問
題ですが，B 国子会社が単なるペーパー・カ
ンパニーであり，名義を貸しているだけであ
って，私法上の取引の実質が C 国子会社か
ら A 国親会社に直接に支払いがなされたも
のとして認定される可能性もあります。
このような点に留意すべきではありますが，

ここで申し上げたい根本の点はゆらぎません。
それは，多国籍企業グループが低課税国に課税
所得を集中する手法として，負債と株式の区別
を利用できる，ということです。

２－４．まとめ

以上のことを一般化すると，次の命題に集約

―――――――――――――――
５ この例では限界税率で０％になる場合を考えているから，B 国は必ずしも無税の国である必要はない。B 国が A

国や C 国と二国間租税条約を締結している可能性も，十分に想定できる。

図表４ 姉妹会社間利子と親子会社間配当の
組み合わせ
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できます。すなわち，高課税国で debt―finance
し，低課税国で equity―finance するのが，多
国籍企業グループにとって有利である。

ご説明では具体的な国名をあげませんでした。
しかし，法定税率が高い国では，限界税率も高
くなりがちです。したがって，日本の法人税率
が近隣諸国に比べて相対的に高い状態が続きま
すと，日本で debt―finance しようとするバイ
アスが残ります。つまり，日本国は A 国のよ
うな立場に置かれることが多いと考えてよろし
いということです。

なお，BEPS 行動計画では，ハイブリッド・
ミスマッチ・アレンジメントについて，特に対
応をとることにしています６。この例でも，株
式と負債のハイブリッド証券を使えば，魔法の
ように課税所得が消えます。たとえば，図表２
に戻って申しますと，A 国親会社が C 国子会
社に資金を供与する際に，A 国の税制から見
ると株式であり，C 国の税制からみると負債で
ある，というハイブリッド証券を使います。ハ
イブリッドですから，あいのこです。ヌエのよ
うなもので，頭はサルで，体はタヌキです。A
国は頭をみてサルだと認識し，C 国は体をみて
タヌキだと認識します。国によって異なったも
のと性質決定されるので，ミスマッチが出てき
ます。このようなハイブリッド・ミスマッチ・
アレンジメントは，C 国子会社を二重居住法人
にするとか，ハイブリッド・エンティティーを
介在させるとか，他にもいろいろな実例があり
ます７。本日の本題はあくまでストレートな利
子費用控除にありますので，これ以上は述べま
せん。

３．利子費用控除の個別的制限措
置はどうなっているか？

３－１．主にインバウンド直接投資に
着目した日本の立法的対応

それでは，多国籍企業の利子費用控除につい
ては，どのような措置が講ぜられているでしょ
うか？日本の立法的対応は，外国からの借り入
れに着目しています。図表５をごらんください。

移転価格税制は，さまざまな取引につき独立
企業間価格であるかどうかを審査します。国外
関連者に対する利子支払いも，審査の対象にな
ります。これに対し，国内関連者に過大な利率
で利子を支払う場合，対象になりません。

過少資本税制は，国外支配株主等に係る負債
の利子に適用されます。これは，資本に対して
過大な負債の利子に対処するものです。国外か
ら融資を受けて過少資本になる場合を念頭にお
いています。

過大支払利子税制は，所得金額に対して過大
な支払利子に対応するもので，２０１２年に新設さ
れました。関連者支払利子等を対象にしており，
国外関連者に対する支払利子に限定していない

―――――――――――――――
６ OECD（２０１３b）at １５．
７ OECD（２０１２）．

移転価格税制
（１９８６年）

租特６６条の４ 国外関連者との
取引→利子支払
いに限らない

過少資本税制
（１９９２年）

租特６６条の５ 国外支配株主等
に係る負債の利
子等

過大支払利子税
制（２０１２年）

租特６６条の５の
２

関連者支払利子
等→国外関連者
に対する支払利
子に限らない

図表５ 日本の個別的制限措置
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点が注目されます。国際的な局面では，もっぱ
ら国外への利子支払いが標的になります。ここ
でも，国外から融資を受けることで日本の課税
所得が減ることに対処しています。

このように，日本の個別的制限措置は，国外
関連者が日本にインバウンド直接投資を行う場
面を主に念頭において，利子費用控除による課
税所得の減少に対応しています。

３－２．各国の幅広い対応

この点に関する各国の対応は，実に幅広いも
のがあります。IFA でも２００８年のブリュッセ
ル大会に続き，２０１２年のボストン大会で，各国
の対応を集約しました８。日本では，税務大学
校の小島教授の研究があります９。図表６
は，２０１２年ボストン大会の Cahier をもとに，
有名どころをピンポイントで列挙したものです。

対照的なポリシーをとるのが，ドイツとベル
ギーです。ドイツは，利子費用控除には上限が
設けられており，いわゆる EBITDA，つまり
利子・租税・減価償却を行う前の収益の３０％が
限度になります。逆に，ベルギーは，株式によ

る資金調達の扱いを負債のそれにあわせる観点
から，株式につき想定利子控除を認めます。こ
れは，廃止されたコーディネーション・セン
ターの代わりという意味があるようです。

グループ単位の規律を設ける例として，英蘭
があります。英国の Worldwide debt cap は，
英国内での企業買収にあたって利子費用控除に
上限を設け，その限度額を企業グループの連結
総金融費用額によって決めています。オランダ
は，group interest box を設けてグループ内利
子の８０％を損益計算からはずすこととしました
が，選択制であったため EU 委員会の物言いが
つき，２００９年にこれを延期しました。

米国の過少資本税制については日本でもよく
知られていますし，オーストラリアのように過
少資本税制がアウトバウンド直接投資の局面に
も適用される例もあります。

なお，IFA ボストン大会の General Report
は，各国の動きを通覧して，一般的租税回避否
認規定の適用は理論上の可能性にとどまり，政
府にとって成功する戦略ではないように見受け
られる，と述べています１０。

３－３．アウトバウンド直接投資をめ
ぐるカナダの議論

多国籍企業の利子費用控除に関する各国の租
税政策は，それぞれの経済的立場を反映してい
て，興味がつきません。特に興味深いのが，カ
ナダの議論です。カナダでは，かねてより外国
子会社配当を益金不算入にしており，２０００年台
後半にその範囲の拡大が議論されたおりに，利
子費用控除の可否が激しく議論されました。ま
さに，アウトバウンド直接投資との関係で，対
立する考え方が激突したのです。図表７の年表
をごらんください。

―――――――――――――――
８ IFA（２００８），IFA（２０１０）．
９ 小島（２０１１）。
１０ IFA（２０１０）at ３７．

ドイツ 利子費用控除を EBITDA の３０％
までに制限

ベルギー 株式につき１０年物国債の利率を基
準に想定利子控除

英国 Worldwide debt cap

オランダ 選択制の group interest box の提
案

米国 Earnings stripping rule

オーストラリア Inbound/outbound の両方に適用
のある過少資本税制

図表６ 各国の対応（IFA（２０１２）による）
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２００７年３月の段階で，政府はいったん，国外
関係会社取得のための借入金につき，利子費用
控除を制限する意図を発表しました。これに対
して産業界を中心に強い反対がまきおこり，５
月にはこれを取り下げました。その代わりに，
適用範囲の狭い措置を設けて，２０１２年からこれ
を実施することにしました。これがいわゆる
１８．２条で，ダブル・ディップのスキームに対
抗する個別的否認規定です。

ところが，２００８年の Advisory Panel は，国
外関係会社を取得するための負債利子について，
控除制限を一切撤廃することを提言しました。
その理由とするところは３つありました。
＊他の国が控除を認めていること

＊カナダ法人の海外での競争に不利益を与えて
はいけないこと

＊グローバル金融危機の現在がタイミングとし
て不適切であることです。

これに対し，かねてより控除制限を置くべ
きだという論陣を張っていた Arnold 教授は，
次の批判を加えました１１。

＊各国で制限にむけた流れがあること
＊海外での競争はここでの問題ではなく，問題

はカナダ国内への投資であれば課税されるの
にカナダ国外への投資が優遇されてしまうこ
とにあること

＊タイミングが不適切であれば検討したうえで
適切な実施時期を決めればよいこと
このように，対立する意見が激しくぶつかり

ました。結局，政府は Advisory Panel の提言
に従い，２００９年には１８．２条を廃止しました１２。
カナダの経験は，一国のみで課税強化すること
の難しさを示しています。

３－４．まとめ

まとめます。日本の立法対応は，インバウン
ド直接投資を主に念頭においています。これに
対し，各国の対応にはより幅広いものがあり，
アウトバウンド直接投資についても検討がなさ
れています。

日本でも，２００９年に外国子会社配当の益金不
算入制度を導入した際に，アウトバウンド直接
投資における費用控除のあり方が論点になりま
した。当時，益金不算入額に対して５％の概算
経費を対応させることとし，それ以上の措置を
とりませんでした。カナダのように立法過程で
激しい議論がたたかわされたわけではありませ
ん。今後，BEPS の議論が進展しますと，日本
でも，外国子会社配当が益金不算入であること
に対応して，利子費用控除制限の是非を再検討
する必要があるかもしれません。

１９７２年 国外関係会社（foreign affiliate）取得
に係る利子費用控除が認められるよう
になる

１９９２年 Auditor General of Canada が，国外
関係会社取得に係る利子費用控除はカ
ナダの課税ベースを浸食していると指
摘

１９９８年 Technical Committee on Business
Taxation（Mintz Committee）が，国
外関係会社取得のための借入金につき
利子費用控除の制限措置を提言

２００２年 Auditor General of Canada が，課税
ベース浸食を再度指摘

２００７年３月 政府が予算において利子費用制限
措置導入の意図を発表

２００７年５月 政府が利子費用制限措置の導入を
取り下げ，適用範囲の狭いいわゆる
anti―double―dip rules（Section１８．２）
を提案

２００８年１２月 Final Report of the Advisory
Panel on Canada’s System of Interna-
tional Taxation が，国外関係会社取
得に係る利子費用制限措置の撤廃を提
言

２００９年 Section１８．２の廃止

―――――――――――――――
１１ Arnold（２００９b）at ３５３．
１２ Boidman et al．（２０１２）at footnote１４．

図表７ カナダにおける議論（主にArnold
（２００９a）１８７―１８８による）
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４．グループ内借入れはほんらい，
法人税法上負債として扱うべき
ものか？

４－１．企業グループ内取引の特性

すこし理論的な話に移りましょう。グループ
内融資の場合，株式と負債が束になっています。
そのため，負債といっても，独立当事者間にお
ける負債とは経済的性質が異なります。このこ
とは，かねてより識者によって指摘されてきた
ことです１３。

次の例で考えます。いま，親会社 P が子会
社 S に融資を行います。この場合，P 社は債権
者であるだけでなく，同時に，支配株主でもあ
ります。図表８のような状況です。

図表８において，P 社はそこいらの債権者で
はありません。いわば，スーパー債権者です。
なぜなら，P 社は S 社の親会社だからです。す
なわち，
＊S 社の事業活動を支配できます。独立の債権

者が直面するような情報の非対称性や機会主
義的行動の問題に，P 社が直面することはあ
りません。

＊リターンの取り分として，株主としての取り
分と債権者としての取り分の両方があります。
S 社の業績が悪くても利子は約定どおり（多

くの場合定期定率で）受け取るし，S 社の業
績が良いとその分は配当やキャピタル・ゲイ
ンの形で受け取ります。
このような経済的性質がありますから，S 社

が P 社からの負債を抱えているからといって，
独立企業間の負債とはわけが違います。

この事実は，実際の税制改革でも，認識され
てきたことです。たとえば２０１２年に過大利子支
払税制を導入したとき，「改正税法のすべて」
は，「企業グループ内のような関連者間におい
ては，借り入れを比較的容易に設定できるため，
関連者間の租税回避の手段として用いられるお
それが高い」と述べていました１４。企業グルー
プ内では借り入れを容易に設定できる。貸し手
と借り手の関係はツーカーであって，グループ
の同じ財布の中で資金をころがすにすぎない，
というわけです。この解説は租税回避に力点を
置いていますが，問題の根っこをたどれば，関
連者による融資が第三者による融資と経済的性
質が異なるというところにいきつきます。

４－２．各国の論者によるより根本的
な検討

�１ Graetz 提案
ここから，多国籍企業グループの利子費用控

除について，全世界配賦を行い，しかも，その
配賦基準を多国間協定で調和させよう，という
提案が出てきます。この提案の代表的な主張者
が，米国の Graetz 教授です１５。

Graetz 提案では，すべての関係国が，どこ
で借り入れを行なうかにかかわらず，統一的な
全世界ベースの資産を基準にして，その比例的
割合につき利子費用を損金算入します。これに
よって，過大な借り入れをある国でおこしたと
しても，世界平均水準を超える超過部分につい
ては損金算入が否定されます。このやり方は，

―――――――――――――――
１３ Edgar（１９９２）at ７―８，Rosenbloom（２００４）at ２９，Schön（２０１０）at ２４０．
１４ 大蔵財務協会（２０１２）５５９頁。
１５ Graetz（２００８）．

図表８ 親会社Pが子会社Sに融資

― 12 ―



アウトバウンドとインバウンドの両面を一挙に
解決します。一方で，アウトバウンド直接投資
については，高課税国で借り入れた資金を用い
て対外投資するゆがみが消えます。他方で，イ
ンバウンド直接投資についても，ホスト国とし
ては過少資本による課税ベース浸食をおそれる
必要がありません。しかも，多国間で協調して
統一的な配賦基準を設けますので，控除不足や
二重控除も起こらず，理論的にはクリアーな解
決になります。

この提案は，単体法人ベースの独立会計を基
準とする伝統的な独立企業原則から離れていま
す。つまり，利子費用という操作性の高い項目
について，定式分配法の考え方を部分的に導入
しようとしているのです。

�２ Benshalom 論文
同様の方向性を複数の論文で粘り強く追求し

ているのが，イスラエルの Benshalom 教授で
す。彼は２００８年の論文１６で，利子費用の扱いに
ついての歴史を通覧しました。そして，１９８０年
代以降の各国の税制が「租税回避否認の段階
（Anti―avoidance Phase）」に入ったと整理し
て，既存の過少資本税制では不十分であると批
判しました。そして，それに引き続く同年の姉
妹論文１７で，世界の今後の税制は「配賦の段階
（Allocation Phase）」に移行すべきだと主張し，
具体的には金融仲介機能を営む多国籍企業の金
融所得について，有形資産と給与をキーとする
定式分配法を採用すべきであるとします。

いずれも長大な論文で，論旨は複雑ですが，
Graetz 提案と同様の方向性を有しているとみ
てよいでしょう。なお，Benshalom 教授はさ
らに２０１３年にも新しい論文を書き，今度は，よ
り政治的に受け入れられやすい提案として，独
立企業原則を前提としつつも，グループ内株式

―――――――――――――――
１６ Benshalom（２００８a）．
１７ Benshalom（２００８b）．
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を劣後債とみなして法人税法上扱うことで，利
益移転の問題に対処できると主張しています１８。

�３ カナダの論者たち
先にご紹介したように，カナダでは，この問

題をめぐって激しい議論がありました。Cana-
dian Tax Foundation でも特集が組まれていま
す１９。利子費用控除の制限を主張した陣営は現
実の政策決定に敗れましたが，いくつかの教訓
を残しています。

そのひとつが，利子費用控除を地理的にどう
割り付けるかです。これは地味にみえて，大変
重要な論題です。ひも付きで控除の可否を決す
るトレーシング法と，何らかの定式で割り付け
る配賦法があります。配賦法には，さらに，全
世界資産に占める国内資産の比例的割合を基準
にするやり方と，法定の順番で優先的に内外い
ずれかの所得から先に控除していくやり方があ
ります。

何事につけてもはっきり物をいう Arnold 教
授は，トレーシング法は稚拙な方法であって，
そんなものを採用するならそもそも控除制限な
どはやめておいたほうがよいとまでいっていま
す２０。彼の結論は，配賦法を採用し，全世界資
産に占めるカナダ資産の比例的割合に従って利
子費用を配賦すべきであるというものです。こ
れは，Graetz 提案の方向と同様ですが，それ
をカナダ一国だけでもやってしまえと主張した
わけです。

より分析的な論文を書いているのが，Edgar
教授です。Edgar 教授もかねてからの利子費
用控除制限派です２１。彼は，全世界資産を基準
に比例配賦するやり方よりも，カナダ資産の一

定割合をもって控除の上限とする過少資本アプ
ローチのほうが望ましいと結論し，適切なセー
フ・ハーバー率を実証研究によって明らかにし
ようとしています２２。

彼らの主張は採用されませんでしたが，議論
の質は高く，提案に具体性があります。

�４ Ault 講演による概観
議論の状況をまとめる意味で，Ault 教授の

講演をみておきましょう２３。この講演は，２０１３
年２月に BEPS 報告書が出たあと，５月にミ
ュンヘンで行った講演の記録です。そこでは，
ドイツの利子控除制限措置に触れつつ，今後の
方向としていくつかの可能性を示唆しています。
＊利子費用の損金算入方式から，利子受取国の

税額に相当する金額を税額控除する方式への
転換

＊全世界のグループ利子費用を定式に基づいて
各国に配賦

＊負債と株式の取り扱いをそろえる（ACE，
CBIT）
このうち二つ目のものが，Graetz 提案の方

向です。

４－３．今後の検討の方向性

それでは，以上にかんがみますと，今後の検
討の方向性はどうあるべきでしょうか？３点に
分けて，申し上げます。

第１は，より根本的な対応の可能性を視野に
入れることです。
＊単体だけでなく，グループ単位での規律を考

えること。
＊インバウンド直接投資だけでなく，アウトバ

―――――――――――――――
１８ Benshalom（２０１３）．
１９ Huynh et al．（２００７），Lanthier et al．（２００７），and Slaats（２００７）．
２０ Arnold（２００９a）at ２５０．この主張については，Shaviro（２００１）の指摘をふまえ，一国限りで採用した場合の他国

の反応や，ルールの複雑さの評価などの点につき，さらに検討を要する。
２１ Edgar（１９９２）．
２２ Edgar（２００８）．
２３ Ault（２０１３）at １１９７．
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ウンド直接投資にも目配りすること２４。
＊配当だけでなく，子会社株式に係るキャピタ

ル・ゲインも視野に入れること。
＊子会社だけでなく，支店 PE についても平仄

をあわせること
＊一国だけの対応に加え，多国間の協調を考え

ること（おそらくこれが一番大事でしょう）
第２は，根幹の問題と枝葉の問題を区別する

ことです。BEPS 行動計画には，木にたとえて
いえば，幹に相当するものと，枝に相当するも
のが混在しています。私は研究者ですので幹や
根っこに関心が向きがちですが，実社会では枝
にこそ花がつき実が成ります。たとえば，利子
費用控除に関する行動計画には，移転価格ガイ
ドラインの改訂が盛り込まれています。これは
基本的には独立企業原則をどう適用するかとい
う話であり，移転価格税制の適用基準を精緻化
することになるでしょう。７月末に出された無
形資産に関する移転価格ガイドラインのディス
カッション・ドラフトでも，グループの借り入
れに係る適正利率の決め方が例示されていま
す２５。企業金融の先端的な領域で，多国籍企業
の財務機能や，債務保証，キヤッシュ管理，フ
ァクタリング，キャプティブなど，論点は目白
押しです２６。これらはそれ自体として重要な課
題であり，別途検討していく必要があります。

第３は，より一般的な法人税改革の議論につ
なげることです。２１世紀に資本所得課税を存続
させるのであれば，法人税の抜本的改革の方向
として，負債と株式の間の取り扱いの差異は小

さくしていかねばなりません。Ault 講演の最
後に触れられていたのが，この点にかかわりま
す。ふたつの方向を視野に入れるべきでしょう。
＊ACE（equity について notional な利子相当

分控除）
＊CBIT（debt について利子費用控除否定）

４－４．まとめ

まとめます。グループ企業内の負債には，独
立企業間の負債と異なる経済的性質があります。
BEPS の議論は，そこから派生しているのです。

法人税の課税ベースをそれほど変更せず，各
国ばらばらの税率設定を与件とする限り，多国
籍企業利子費用控除の改革のためにできること
は限られています。理論的にすっきりするのは
Graetz 提案のように企業グループを一体とみ
て定式配分することですが，各国のコンセンサ
スがとれるかどうかが現実の課題として残りま
す。そういう課題は残りますものの，どのよう
な出口がありうるかを検討するうえで，ひとつ
の指針になると考えます。

５．おわりに

２年前のこの大会で，私は，内国法人の全世
界所得課税について報告する機会を与えられま
した。そこでは，法人税の今後を考える上で，
多国籍企業に幅広い選択可能性があることを重
視すべきであると主張しました２７。本日のご報
告は，この主張を具体的に展開するものになり

―――――――――――――――
２４ 研究大会の当日，フロアーの谷隆二氏から，この点に関する過去の分とこれからの分の違いについてご質問をい

ただいた。たしかに，すでに投資の成果があがっておりそれを回収する段階と，これから新規投資を行う場合とで
は，企業の意思決定に与える税制の影響は区別して論ずる必要がある。なお，過去の取り扱いという点でいえば，
日本から外国へのアウトバウンド直接投資の場合，２００９年の外国子会社配当益金不算入制度の導入以前から，同様
の問題は存在していた。すなわち，間接外国税額控除の限度額を算定するうえで，企業グループの利子費用を国外
所得金額と国内所得金額にどのようにチャージすべきか，という問題である。その意味では，２００９年改正は，９５％
益金不算入というしくみを採用することによって，問題の所在をより見えやすくしたにすぎないとも考えることが
できる。

２５ OECD（２０１３c）para．２４．
２６ Bakker et al．（２０１２）．
２７ 増井（２０１１）。
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ました。お話ししたのは，多国籍企業の利子費
用控除という特定の側面についてだけです。し
かし，お聴きくださっておわかりのように，検
討内容は，どの国で借り入れるか，負債と株式
の選択をどうするか，といった具合に，まさに
多国籍企業の選択可能性の幅広さに対処するも
のでした。

企業グループの課税は私にとって，１９８７年以
来取り組んでいる大きなテーマです。研究を進
めれば進めるほど，奥の深い論題だと思います。
アダム・スミスの『国富論』は，ピン工場にお
ける従業員の分業の様子をくわしく観察すると
ころからはじまります。工場の現場を観察し，
そこから議論を組み立てているのです。本日の
ご報告は，企業金融の現場でお話をうかがった
ものではなく，書斎での研究成果にとどまりま
す。ご出席の皆様には是非，豊富な実務のご経
験を踏まえ，このような方向にもっていけばよ
いとか，そのような方向ではうまくいかないと
か，ご指摘いただければ幸いです。
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討論会 ９月１０日�・午後

税制を巡る現状と課題
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新日鐵住金（株）常任顧問（租研副会長） 谷口 進一
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はじめに

（岩﨑） ご紹介いただきました横浜国立大学
の岩﨑政明でございます。法科大学院で租税法
を担当しております。本日は進行役を務めさせ
ていただきます。どうぞよろしくお願いいたし
ます。

今年はアベノミクスの３本目の矢，つまり，
成長戦略の実行の年でございます。概算要求で
は多くの新しい事業の申請があり，また，多額
の予算が申請されておりました。しかしながら，
無制限に公債金を増発するわけにはいかないと
いう状況の下で新しい事業を実現していくため
には，それにふさわしい税制改革がぜひとも必
要になるということで，今後活発な議論が行わ
れていくことと思っております。本日はそのよ
うな時期に専門家の皆さんにお集まりいただき
まして，今後の課題と方策について議論を展開
させていただければと思っております。

それでは，早速議論の方に入らせていただき
ます。まず「財政・税制の現状と課題」と題し
まして，財政・税制の総論的な内容につきまし
てご説明とご意見の開陳をお願いしたいと思い
ます。

まず星野審議官から国税に関する概要につき
ましてご説明をお願いいたします。

Ⅰ．財政・税制（総論）の現状と
課題

（星野） 財務省主税局の星野でございます。
よろしくお願いいたします。お手元の資料「財
務省主税局」に基づきましてご説明させていた
だきます。

租研の関係の皆様方には日ごろから税務行政
につきましていろいろとご指導いただいており
まして，この場をお借りして厚く御礼を申し上
げます。

アベノミクスということで新政権になって，

税制の話が現在進行形でまさに動いているとこ
ろです。

本日はちょっと多めに資料を用意させていた
だきました。後でご参考にいろいろしていただ
くということで，かいつまんでご説明をさせて
いただければと思います。

１．財政の現状

冒頭は社会保障と税の一体改革の関連という
ことで，２つのワニの口の資料を説明させてい
ただきます。１つ目は，資料①年金や医療関係
の給付と財政の関係です。この資料で，左側の
上あごが社会保障給付費，下あごが社会保険料
の収入で，上あごと下あごがだんだん開いてい
くということです。

高齢化の進展に伴いまして社会保障給付費が
大きく伸びることで，平成２５年度予算で給付費
が１１０兆円に達しております。一方で，社会保
険料収入は横ばいで推移しており，その差額は
大きくなりつつあります。その差額は主に国や
地方の税負担で賄われています。この国税負担
が一般会計との関係で社会保障関係費になりま
す。この部分は税で賄われていればいいわけで
すけれども，半分が公債金の収入で，将来のツ
ケに回っています。

社会保障給付費が保険料だけでは賄い切れず
に，国の財政からの補填をもって成り立ってい
るわけですが，その実，国の財政が非常に厳し
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い状況になっていて，社会保障制度を支えるた
めにも国の財政を何とかやっていかないといけ
ないという問題意識の下に社会保障と税の一体
改革がまさに考えられました。

もう１つのワニの口が資料②です。この絵は
有名で，結構ご覧になったことがあろうかと思
います。上あごが一般会計の歳出，下あごが税
収ですけれども，その差がどんどん開いていっ
ているということです。この差はほぼ下の棒グ
ラフに表れております公債の発行額にあたり，
最近この棒が下あごを貫いているということで
す。公債発行額が税収を上回っている，税収が
その歳出の半分に満たないという状況が続いて
いるということです。

これを予算から見ていただいたのが資料③２５
年度一般会計予算から見る財政の現状です。歳
出については社会保障が一番大きく，一般歳出
の中に占める比率は毎年大きくなっています。
社会保障と地方交付税，それから，公債費を合
わせて全体の約７割を占めております。

歳入の方は，税収で賄われているのが５割に
満たず，５割弱は将来世代の負担となる借金に
依存しています。

その結果，資料④を見ていただきますと，公
債の残高が累増しております。
資料⑤は，利払費と金利の推移です。金利は

基本的にずっと低下してきましたけれども，残
高ベースの平均金利も十分低いものになってし
まったために，最近では国債の残高の増加に合
わせて利払費が徐々に増えてきていることがお
わかりいただけようかと思います。今後金利が
上昇すれば，利払費の大幅な増加が懸念される
状況になっております。

２．税制抜本改革法

平成２４年の８月１０日に税制の抜本改革法が成
立して，社会保障と税の一体改革で，消費税率
の引上げと使途の明確化が図られました。

エッセンスは資料⑥にあるとおり，消費税率
の２回にわたる引上げと消費税収の使途の明確

化にあり，消費税の社会保障目的税化，具体的
には年金，医療，介護，そして，少子化に対処
するための財源として消費税を位置づけること
になったわけです。

これまで消費税収は，資料⑦に見るとおり，
基礎年金と老人医療，介護の費用といわゆる高
齢者３経費に充てられることを予算総則に規定
し，国会の議決を経ることで，いわゆる福祉目
的化と呼ばれている位置づけがなされておりま
した。

平成１１年からこの位置づけになっております
が，最初のころはほぼ高齢者３経費は消費税収
で賄われていて，いわゆる足りない分，隙間と
呼ばれている分が当時は１．５兆円ぐらいだった
わけですけれども，その後，どんどんこの隙間
が広がっていきまして，直近では１０兆円を超え
る財源不足に陥っており，この状況を何とかし
ないといけないということです。
資料⑧は，消費税収の国・地方の配分と使途

です。今回の消費税率の引上げに伴いまして，
消費税収は，社会保障の４経費に充てられるこ
とになりました。

地方分につきましても，これまでの地方消費
税収１％分を除いて，社会保障財源化というこ
とで使途が特定されることになりました。基本
的に消費税収については今後必要となる社会保
障財源に充てられていくという枠組みが作られ
たということです。

ざっと背景となる財政の状況をご説明いたし
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ましたけれども，最近の動きについてご説明し
たいと思います。
資料⑨は，税制抜本改革法の附則１８条です。

ここには消費税率の引上げに当たっての措置と
して第１項で必要な経済的な措置を取るという
ことです。

具体的に条文を見ていただきますと，１８条の
２行目ですが，平成２３年度から平成３２年度まで
の平均において名目経済成長率で３％，実質で
２％程度を目指した望ましい経済成長の在り方
に早期に近づけるための総合的な施策といった
措置を講ずるということが第１項に書かれてお
ります。消費税率の引上げに当たって適切に経
済的な措置を取っていくことがうたわれており
ます。

第３項は，８％，１０％に消費税率を引き上げ
るそれぞれの施行前に経済状況の好転について
名目及び実質の経済成長率，それから，物価の
動向といった種々の経済指標を確認し，経済状
況等を総合的に勘案した上で所要の措置を講ず
ることが書かれております。消費税率の引上げ
に当たっては適切に経済状況を判断して，仮に
必要があれば，何らかの措置を取るということ
が法律上政府に要請されているわけです。

３．消費税率引上げと今後の経済財政
動向等

こういった枠組みを受けて，今回８％への引
上げを来年４月に行うかどうかということにつ
きまして８月２６日から３１日にいわゆる有識者ヒ
アリング，集中点検会合が行われました。今日
ご出席の土居先生も参加されたと承知をしてお
ります。そこでは消費税率の引上げがどのよう
に経済に影響を与えるかといった話も含めて，
いろいろとヒアリングがなされました。

具体的には資料⑩，集中点検会合の概要報告
という形で９月６日に公表され，同じ週に甘利
大臣から総理への報告がなされております。こ
の報告を踏まえて，最終的に総理がご判断をさ
れるという状況になっております。

この概要報告を見てみますと，消費税率引上
げの判断に関するいろいろな論点がかなり網羅
的に的確に盛り込まれておりますので，ちょっ
と見ていただきたいと思います。

まず１の景気の現状と見通しです。１行目に
景気は回復過程にあるとの意見が比較的多数の
有識者・専門家から述べられたということが触
れられております。

それから，２番目の消費税率引上げの判断で
すけれども，予定どおりの引上げということ
で，７割を超える有識者・専門家から現行法が
予定するとおり消費税率を引き上げることが適
当，又はやむを得ないとする意見が述べられま
した。その理由として，財政健全化が急務であ
ること，社会保障の充実とそのための財源を確
保すること，それから，将来世代への負担の先
送りをやめて，世代間格差の是正を図ること，
地方においても財源確保の必要性が高いこと，
国際社会や市場からの信認の保持等が挙げられ
たということが述べられております。

それから，予定変更により社会保障の議論が
振出しに戻るというコストの方が増税の景気の
押下げ効果に比して大きいとの指摘もあったと
いうことです。経済・金融の専門家から，１９９７
年の景気後退の主因は消費税率引上げとは言え
ず，予定どおり実施しない理由にはならないと
の指摘があったということです。

他方，予定変更をすべきであるという１割超
の有識者・専門家からですけれども，デフレ脱
却を確実なものにするなどのために予定を変更
して実施すべきとの意見が述べられました。来
年の４月はデフレ脱却にとって重要なタイミン
グであるので，デフレ脱却が確実になるまで先
送る，あるいは引上げ幅を小さくして，景気の
押下げ効果を小さくするのが望ましいといった
指摘があったということです。

それから，下から４行目です。小刻みな引上
げで，１％ずつ引き上げたらどうかといったよ
うな議論も行われましたけれども，こういった
小刻みな引上げについては，実務上のコストを
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懸念する意見，転嫁を円滑に行うことができな
いことを懸念する意見が実業界を中心に出され
ました。一方，このコストはさほど大きくはな
いのではないかといった意見もあったというこ
とが述べられております。

引上げに当たって今後の経済財政運営をどう
するかということです。これにつきましては「３
今後の経済財政運営の在り方」の１行目ですけ
れども，消費税率を引き上げる際に，景気の変
動や影響を緩和するための政策対応として，景
気下振れリスクへの対応，経済の自律的成長力
を高める政策を求める意見が多数出されました。
それから，低所得者対策の必要性の指摘もあっ
たということです。

引き上げるとした場合の景気対策等というこ
とです。この中でもろもろ税による対策につい
てもかなりの指摘があったということです。そ
れから，低所得者対策の必要性についても一時
的な給付金，給付付き税額控除の早期実現など
の指摘がなされたということです。

引き上げる場合の負担緩和策として，引き上
げた際の軽減税率の導入を求める意見があった
が，これに反対する意見も多かったということ
です。それから，価格転嫁対策の重要性につい
ての指摘があったということです。特に外税方
式を選択できることが重要であるとの意見もあ
ったといったところが税の関連の指摘としては
挙げられております。

その他経済財政運営に当たって留意すべき事
項としては，社会保障の財源としてどのように
用いるかを明確にし，国民の理解を求めること
は非常に重要であるとの指摘が多くなされてお
ります。一番最後ですが，長期的に持続可能な
財政を実現するためには，消費税率を１０％まで
引き上げるだけでは十分ではなく，その後も消
費税率の引上げや社会保障費の抑制などが必要
との意見があったということです。

今，申し述べましたとおり，この問題に関し
ての意見が網羅的に盛り込まれております。こ
の関係で幾つか事実関係をご紹介いたしますと，

資料⑪は，まず景気の現状で，昨日４―６月期
の GDP２次速報が出ております。

結果としては１次速報が上方改定をされ，前
期比プラス０．９％，年率換算で３．８％の増という
ことです。設 備 投 資 の１次 QE で▲０．１％が
１．３％と伸びております。それから，公共投資
の１．８％が３．０％と，公共投資も伸びているとい
ったあたりがかなりプラスに作用いたしまして，
今申し上げたような数字になっております。

個人消費が持ち直す中で生産も緩やかに増加
するといった景気の自律的回復に向けた動きが
見られることを確認できているものだと考えて
おります。安倍内閣の経済政策の効果が着実に
表れているということが言えるのではないかと
考えております。
資料⑫，資料⑬は，９７年当時の消費税率の引

上げに関する幾つかの指標です。
９７年の消費税率の引上げによって経済にマイ

ナスがかなりあったのではないかという指摘に
関しては，資料⑫は最終消費支出，設備投資，
輸出，それから，地価公示価格指数の推移を並
べております。

これを見ていただきますと，民間消費に関し
ましては，ちょっと小さくて恐縮ですが，消費
税率の引上げ前後で駆け込み，それから，反動
減が見られるわけですけれども，７―９月期に
は消費は回復をしております。その後，ほぼ安
定的に横ばいぐらいで推移しておりまして，消
費についてはそれほど大きな影響を受けていな
いということが言えようかと思います。

他方，設備投資ですけれども，アジア通貨危
機，それから，金融システム不安などの影響を
受けて，９８年に入ってから急激に悪化して，そ
の後，設備投資は低迷するということが見て取
れようかと思います。輸出についても同じこと
が言えます。９８年に入ってから相当急激な悪化
が見られることです。
資料⑬は，平成９年当時と現在の経済状況の

比較です。先ほど見ていただきました財政状況
のワニの口とか，公債残高の累増を見ますと，
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平成９年と現在とでは圧倒的に財政が悪化して
いることです。国債がものすごく増えた結果，
どこがその国債を持っているかというのが左上
です。市中の金融機関が平成９年当時は１１３兆
円だったものが２４年には６３５兆円ということで，
市中の金融機関が圧倒的に国債を保有するとい
うことになっています。

その下が格付です。平成９年当時はいずれの
格付も日本の国債は AAA だったわけですけれ
ども，現在は AA―のところが２社，A＋のと
ころが１社ということになっております。

それから，例えば民間の過剰債務問題を見て
みますと，有利子負債キャッシュフローの比率
で見て，非金融法人部門ですけれども，民間部
門のリスクがかなり低下しているということが
おわかりいただけるかと思います。不良債権問
題につきましても，平成９年当時と比べてかな
り改善をしていることです。それから，法人企
業の経常利益の推移を見ていただきますと，製
造業はほぼ横ばいですけれども，非製造業と金
融，全国銀行では明らかに経常利益は良くなっ
ていることです。

一言で言うと，民間部門のリスクがこの間か
なり減少してきている一方，そのリスクを国債，
公的部門が引き受けて，そこのリスクだけが非
常に高まっているということが言えるのではな
いかと思います。

４．財政健全化

今後の財政の見通しを国際社会と市場からの
信認の維持という観点で見ますと，１つは，資
料⑭にあるように６月１４日の閣議決定で財政健
全化の目標をあらためて確認をしています。

国・地方のプライマリーバランスについ
て，２０１５年度までに２０１０年度に比べて赤字の対
GDP 比の半減，２０２０年度までに黒字化，その
後の債務残高の対 GDP 比の安定的な引き下げ
を目指すということで，これまでの財政健全化
目標を維持して，これを閣議決定しております。

この目標は資料⑮の G２０のトロント・サミッ

トのコミットメントでも盛り込まれております。
実はこのサミットは各国とも財政健全化につい
て，財政計画のコミットをしているわけです。

日本の目標は，下の左側の箱を見ていただき
ますと，日本以外の先進国に比べて，１つは半
減の目標年次が遅くなっています。それから，
内容としても，各国は財政赤字の半減になって
いるのに対して日本は PB，基礎的財政収支の
半減で，目標の内容自体が緩やかになっていま
す。日本の深刻な財政状況を勘案して，やや緩
やかな健全化目標で許してもらっているという
状況になっています。
資料⑯は，各国の財政赤字対ＧＤＰ比削減状

況です。トロント・サミットのコミットメント
で先進国はかなり順調に削減を行ってきており
ます。

これに対して日本は足元の PB が若干悪化し
ている状況になっておりまして，何とか経済状
況の好転を生かして，財政状況を立て直してい
かないといけないということです。
資料⑰は，主要格付け会社による格付けです。

ムーディーズ，S&P どちらも AA―になってい
るわけです。これが A 格になると一部の外国
の金融機関が日本の国債を保有する際にリスク
資産に分類する必要が生じることで，ここで１
つ格下げがあるとかなり質的にも影響を受ける
ということです。

事実ムーディーズのレポートの最後のところ
を見ていただきますと，政策転換，又は低調な
経済状況によってその実施が遅れれば，ムーデ
ィーズは信用上ネガティブと見るといったよう
なことが書かれております。
資料⑱は，中期財政計画の概要です。８月８

日に閣議了解されました中期財政計画の中では，
今申し上げました財政の健全化目標とともに，
その目標達成に向けてどうしていくかというこ
とが書かれております。

Ⅲの１の基本的な取り組みの２つ目の○です
けれども，国の一般会計 PB について，少なく
とも平成２６・２７各年度に４兆円程度を改善する
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ということです。平成２６年度予算においては１９
兆円程度の PB の赤，平成２７年度予算において
は１５兆円程度の赤ということで，これをもって
半減目標を達成していくということが掲げられ
ております。

具体的には中期財政計画と一緒に出されまし
た内閣府のいわゆる中長期試算に載っておりま
す見通しとして，資料⑲をご覧いただきたいと
思います。

この下に書かれております折れ線グラフを見
ていただきますと，PB の目標自体は２０１０年の
▲６．６％が基準年になっておりまして，２０１５年
にこれを半減するということで，▲３．３％を達
成できるかどうかということです。

いわゆる経済運営がうまくいった経済再生
ケースのパスによると，２０１５年で▲３．３％を達
成できるということです。そのときには各年度
４兆円程度ずつ一般会計における PB が改善し
ていることが内閣府のモデルを動かした中長期
試算から一応導き出されることになっています。

片や，これを達成するためには歳出について
もかなり効率化を図っていかないといけないこ
とです。１つは社会保障について充実を図りな
がらも効率化を図っていかないといけないこと
です。
資料⑳は，今後の社会保障についてどうして

いくかということです。昨年，社会保障制度改
革推進法を定めるときに国民会議を作って，１
年程度議論をしていくということになっており，
それに基づく検討の結果がここに書かれている
ということです。

例えば子ども・子育て支援の充実から始まっ
て，医療・介護サービスの提供体制の改革とか，
医療・介護保険制度の改革といったもろもろの
事柄につきまして今後こういうことで取り組ん
でいくのだという枠組みが作られて，今後これ
に基づいてプログラム法が作られるという予定
になっております。

５．我が国の税収の現状

この後は税収について簡単に述べたいと思い
ます。資料㉑は，主要税目の税収の推移です。
累次の改正によりまして所得税，法人税につい
ては，景気による変動はありますものの，税収
がかなり低迷してきております。他方，消費税
につきましてはかなり安定的に推移しています。

こういう中でそれぞれの税目についてどのぐ
らいの負担水準になっているかというのを国際
比較するために，国民所得，或いは GDP で税
収を割って，負担率で比較をしてみました。資
料㉒は，その総括図です。

対国民所得費の国民負担率ですけれども，欧
米各国と比較していただくと，相対的に個人所
得課税，消費課税あたりが低くなっております。
法人所得課税は若干高いかなという感じですけ
れども，全体として国民負担率については，い
わゆる財政赤字を含んだ潜在的な国民負担率も
含めて，ヨーロッパの各国よりは低い状況にな
っております。

これを経年比較ということで，租税負担率
（対 GDP 比）の推移を全体と各税目別に取っ
て並べてみました。
資料㉓は，全体ですけれども，日本の租税負

担率は各国に比べてかなり低い状況になるとい
うことが見て取れるかと思います。

興味深いのは資料㉔の法人所得課税です。今
日も多少議論になるかと思いますけれども，日
本の法人税の税率水準は高いと言われているわ
けです。実際の税収の GDP 比で見てみますと，
日本の法人の負担率については下がってきてお
ります。要因はいろいろあるかと思いますけれ
ども，表面の税率だけではなくて，いろいろな
租税特別措置等々も効いてきているのではない
かと思います。

ドイツ，アメリカについては，実は一部の法
人には所得税がかかっています。アメリカにつ
いてはいわゆる州法人，ドイツについては人的
会社ですけれども，そういったものが仮に法人
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税がかかっていると仮定して，修正をすると，
日本の法人の負担率の水準というのはそれほど
高いということではないのが見てわかると思い
ます。
資料㉕，㉖が，それぞれ個人所得課税と消費

税，付加価値税収ですけれども，この２つは明
らかに日本の租税負担率が低くなっております。

今後の税収の推移を先ほど申し上げました内
閣府の試算に基づいてどのように見込んでいる
かということを簡単に申し上げますと，資料㉗
です。

中長期試算の中では名目の GDP が順調に増
えていて，それに基づいて税収も入ってくるこ
とです。平成２６年度以降は４０兆円台になった税
収が平成２９年には６０兆円台になっていて，順調
に増えていくということです。こういった仮定
の下にある程度財政が健全化して，PB の半減
等が図られていくという試算になっているわけ
で，経済運営がかなりうまくいくという前提に
立った試算になっているということです。

ちなみに法人税収について見ていただきます
と，資料㉘です。棒グラフが具体的な法人税収
で，平成元年，２年のころに一番税収が入って
きております。直近では９兆円前後です。片や，
折れ線になっているグラフを見ていただきます
と，法人の繰欠控除前の所得金額になっており
ます。それで見ると，リーマンショック前がバ
ブルのころよりも実は法人所得が上がっていた
ということがおわかりいただけようかと思いま
す。

法人税率の水準が下がってきたことと法人の
繰越損失がかなり増えて，その部分のマイナス
が効いていることもあって，バブルのころの法
人税収よりも平成１８年，１９年ころの税収が少な
くなっております。法人の所得の水準がリーマ
ンショック前の過去最高の今の所得水準の１．５
倍ぐらいまで仮に戻っていくとした場合に，今
の８兆円から９兆円の法人税収は，２５．５％の税
率の下で，計算をし直すと大体１２兆円に届くぐ
らいの水準になります。

ですから，今後順調に日本の経済が回復して
いって，法人所得が伸びていったときに法人税
収が伸びることを期待しておりますけれども，
それでも１２兆円ぐらいが結構順調にいったとき
の仮定です。ものすごく法人税収が伸びるとい
う印象があるわけですけれども，実際に計算し
てみると，なかなかそこまではいかないという
ことです。

以上が前半部分の説明です。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。それでは，
続きまして，平嶋審議官から「地方財政・地方
税制の現状と課題」についてご説明をお願いい
たします。
―――――――――――――――――――――

Ⅱ．地方財政・地方税制の現状と
課題（総論）

１．税制抜本改革法

（平嶋） ご紹介いただきました平嶋でござい
ます。お手元の資料は「地方財政・地方税制の
現状と課題」に基づき，総論的なお話をさせて
いただきます。

今ご説明された財務省の星野審議官がちょう
ど２年前に着任されたころ，その直後ぐらいに
私も税の担当となりました。どういう時期だっ
たかと申しますと，２年前の今ごろといいます
のは，３月に東日本大震災があったわけです
が，６月末に社会保障と税の一体改革の成案が
民主党政権でとりまとめをされました。その後，
菅総理から野田総理に代わり，そして，秋に復
興増税が行われたというのがちょうど２年前で
した。

その２年前からずっとこの間，国と地方も合
わさった税制抜本改革というのがわが国全体の
税制の課題でした。私がご説明することは星野
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審議官がご説明されたことを二重にやっている
ような部分がございますので，その部分はでき
るだけスキップしながら行きたいと思っており
ますが，その２年前から何が起こったか一度振
り返っていただけるとありがたいなと思うわけ
です。

先ほど申しましたように２年前の今ごろは復
興増税の話が進んでおりました。国の方の復興
特別法人税，復興特別所得税，それから，私ど
もの住民税とか，たばこ税はどうするかとか，
いろいろな議論があったのですが，同時に税制
改正の当初からのものがきちんと整理がついて
いない中で国会運営をしておりました。それが
片付いたのが１１月ごろでした。それから一月く
らいで年度改正をやって，年末にいよいよ社会
保障・税の一体改革の議論が行われました。

今でも覚えておりますけれども，インドに行
っておられた野田総理が帰ってこられて，民主
党の税制調査会の議論に参加されて，「もう役
人は入るな」ということで，政治家の先生方だ
けで５時間ぐらい議論されて，ひととおりの議
論をまとめられたということです。まとめられ
たけれども，それで党内がまとまる雰囲気も全
然ございません。与野党協議を持ちかけられた
ものの，なかなか乗っていただけないというこ
とでした。

そういう中で附則１０４条といわれます自公政
権で作った法律により法制上の措置を３月３１日
までに講じるということになっておりましたの
で，３月３０日の法案提出に向けて民主党内議論
でまた１週間か１０日ぐらい夜まで議論が行われ
て，最後は大騒動の中で法案を閣議決定したと
いうことです。

しかし，閣議決定したものの，それから閣僚
の皆さんの問責決議案が出たり，いろいろなこ
とがございまして，法案の審議に入れませんで
したが，連休明けの５月か６月ぐらいから社会
保障と税の一体改革特別委員会で議論が始まり
ました。

議論を進めていくとだんだんだんだんに詰ま

っていくものでありまして，６月に入ったころ
から与野党協議が始まり，そして，６月１５日に
は３党の協議がまとまったわけです。３党の協
議がまとまってスムーズにいくかと思った
ら，３党の協議に反発して，採決の際には民主
党から大量の造反が出たということです。

その後，７月に入って参議院の審議が始まり
ました。参議院の審議は衆議院で通ったのだか
らさっさといくかと思ったら，参議院の終盤に
なって，３党協議を行った民主党，自民党，公
明党以外の野党から不信任決議が出て，それへ
の対応を巡って自民党の中も大揺れに揺れると
いうことがございました。覚えておられると思
いますが，「近いうちに」という合意があっ
て，８月１０日に通ったわけです。その両方の法
案は８月２２日に公布されました。今，思います
と，それからまだ１年しかたっていないわけで
す。本当に早いものだと思います。

それから，野田総理がインドから帰ってきた
ときに変更されたのですけれども，そのときま
での当初の提案では今年の１０月から消費税を引
き上げるということになっていたということも
思い出したりしますと，時の流れは早いなと思
うわけです。

そんなことで，星野審議官のご説明に付け加
えることがどれぐらいあるかと思うのですが，
私の方からは，今回消費税の引き上げと合わせ
て地方消費税も引き上げて，それから，地方交
付税の消費税リンク分も引き上げております。
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その意味をもう一度振り返らせていただきたい
と思っております。

それが資料❶で，税制抜本改革の目的です。
これは去年もご説明したことですけれども，も
う一度振り返っていただきますと，これは国税
の法案の第１条で，濃い部分にございますよう
に，社会保障の安定財源の確保及び財政の健全
化を同時に達成することを目指す観点から，消
費税の使途の明確化及び税率の引き上げを行う
という内容です。

地方の方について見ていただきますと，理由
の中ですけれども，同じように，地方における
社会保障の安定財源の確保及び地方財政の健全
化を同時に達成することを目指す観点から，地
方消費税の使途の明確化及び税率の引き上げを
行うとされております。
資料❷は，引上げ後の消費税収の国・地方の

配分等です。消費税と地方消費税を併せた税率
は５％，そのうち消費税が４％で，地方消費税
が１％ですが，国の消費税のうち２９．５％は交付
税財源になっておりますので，地方分の配分が
２．１８％となっております。

それに加えて，今回８％，１０％の段階でそれ
ぞれ引き上げていくわけですが，地方消費税の
方も１％から１．７％，２．２％に引き上がって，地
方分の合計は２．１８％から３．１０％，３．７２％と上が
っていくわけです。この引き上げの必要性は先
ほど申しました社会保障の安定財源の確保と財
政の健全化です。

２．地方財政の現状

国の方の必要性については，資料❸です。わ
が国一般会計は一般会計の歳出に対して税収が
大きく下回っている状況が続いていて，公債発
行額の方が税収を上回るという事態まで生じた
という構図はよく新聞でもご覧になりますので，
皆さんはよくご案内のとおりだと思うのです。

その一方，地方財政というのがそんなに厳し
いのかという情報については意外に皆さんのお
手元に届いていないのではないかと思うのです

が，資料❹が地方財政の方の財源不足の状況で
す。

見ていただきますと，地方の方は平成３年ご
ろのバブルの景気が良かったころから，現在で
はリーマンショックの後の最悪の事態からは回
復しておりますけれども，いまだに１３兆円もの
財源不足がありまして，やはり赤字地方債の発
行と赤字国債による交付税の補填で埋めていた
だいているという状況です。

これを先ほどのグラフと一緒に並べたのが，
資料❺です。上のところに書いておりますが，
地方財政は，国の財政政策の影響を大きく受け
る他，税収構造も類似しているため，国の公債
依存度と地方の財源不足はほぼ同じ傾向をたど
っております。

バブルのころの平成元年から３年ごろにほと
んど不足がなかった事態から，景気対策で平成
５年，６年ごろに悪くなったというのも同じで
すし，平成９年の俗に言う財政構造改革のとき
に良くなったものの，その後のアジア金融危機
以降，景気が悪化いたしまして，そのときに景
気対策を行い，減税を行った関係もあって平成
１５年ごろまで悪化していきました。

その後，景気の回復によりましてだんだんと
縮まっていったものの，平成１９年のリーマンシ
ョックの時点を境にまた一気に悪くなって，高
止まりしているということです。基本的に同じ
ような構造になっているということです。

それがなぜかというのが，資料❻の国民経済
と地方財政です。地方政府の方が最終消費支出
ベースでは中央政府の２．５倍であるという構造
になっております。
資料❼は，国と地方の役割分担です。どうい

う分野で国と地方が分け合っているかというこ
とが書いてあります。

それぞれの分野でございますが，資料❽を見
ていただきますと，例えば法人実効税率の議論
とか，固定資産税の議論とかで国・地方の税収
についておっしゃるときに，地方の歳出構造の
方もちゃんと見ていただきたいというのが私ど
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ものお願いです。
と申しますのは，例えばここにございます国

の中でアメリカ，カナダ，ドイツの３つはどう
いう国かといいますと，俗に言う連邦制の国で
す。中央政府に比べて州政府が大きな力を持っ
ている国です。ですから，地方と国の歳出のウ
エートを見ていただきますと，アメリカでは州
政府を含む地方の方が国よりも倍ぐらいあるわ
けです。カナダも３倍から４倍あります。ドイ
ツも相当程度地方のウエートが多いわけです。

これに対して右側のイギリス，フランスは俗
に言う地方自治の国で，国の権限が強いと言わ
れております。それと比べて，日本の左上を見
ていただきますと，一見して国・地方を合わせ
た政府の規模が小さいという事実に気づかれる
と思うのですが，その他に地方と国の割合を見
ていただくと，地方の割合が高いという特色を
持っているわけです。

それでは，その歳出構造というのが日本はア
メリカやカナダ，ドイツと同じような傾向をた
どっているかというと，違いますということが
資料❾にございます。
資料❾は，地方財政計画の歳出の分析です。

左下の８１兆円の中を見ていただきまして，網が
かかっているのは何かと申しますと，国がおお
むね歳出の基準を決めてしまっているものを示
しております。どこの会社でも最も自主的に決
めているのは人員の採用と給与水準のはずなの
ですが，日本の場合は基本的に給与水準につい
ては国・地方ともに人事院勧告ベースでやるこ
とになっております。

また，どの程度の職員を置くかということに
関して，小中学校の教職員，それから，地方警
察官，消防職員，高校教職員については国の方
で基準を決めていただいているということです。
大体それに沿って職員を配置しなければいけな
いことになっておりますので，国の方で大体給
与費の大枠を決めてしまっております。

一般行政経費の補助というところに生活保護，
介護保険と書いてあります。ここの部分に実は

地方の社会保障関係費が入っております。それ
をちょっと見ていただきたいというのが資料10
です。

社会保障制度というと，国の制度だとお考え
になると思うのです。そういう中でなぜ地方の
方は社会保障の安定財源が必要かということな
のですが，年金に関しては地方公務員の共済年
金以外はほとんど国がやっております。しかし，
他のこれから伸びていく医療とか，介護に関し
ては国と地方がそれぞれお金を出し合ってやる
という仕組みを取っているわけです。

左の国民健康保険を見ていただきますと，国
が４３％，都道府県が７％，それから，市町村が
取っている保険料が５０％となっています。後期
高 齢 者 医 療 は 国 が３３．３％，都 道 府 県 が
８．３％，８．３％です。要するに，３分の２と３分
の１の割合で分け合っているということになっ
ているわけです。

介護保険制度のところを見ていただきますと，
施設と在宅で異なりますが，国と地方が半々ず
つ，或いは地方の方が多少多いウエートでやっ
ています。障害者自立支援は半々というような
ことになっているわけです。

国の社会保障制度が大体１兆円増えていくと，
地方の方も８，０００億円，７，０００億円ぐらい増える
というのが今の相場感になっているわけです。
資料11がその推計です。平成２２年度ベースで

２７兆円あったのが３年たって国の方は，３０．９兆
円に増えているわけですが，地方の方もこの間
に１６．８兆円が１９．２兆円と，一定の割合で負担が
増えていく構造になっています。

ですから，今回社会保障財源としてお願いし
ております消費税の増税も一部を国で，一部を
地方でということで分け合う構造になっている
わけです。
資料12が，国・地方の税収内訳です。一番上

の国税と地方税のところを見ていただきますと，
地方の方は若干小さいわけですけれども，構造
として所得税と個人住民税，俗に言う個人所得
課税の割合が両方３割ぐらいです。それから，
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法人の所得課税他，付加価値割も入っています
が，法人税関係は国の方が２割，地方も１８．４％
ですから，おおむね２割です。

その他に安定している財源としては，国は消
費税が２３．６％あり，地方の方は固定資産税と地
方消費税を併せて３割ぐらいは安定した財源と
してあります。つまり，景気の影響も同じよう
な税収構造なので同じように受けることになっ
ています。
資料13は，主要税目（地方税）の税収の推移

です。これは国税と同じで，地方消費税と固定
資産税が極めて安定している一方で，地方法人
二税に関しては大幅な乱高下をしています。

その上，資料14のとおり，地方法人二税につ
いては東京とそれ以外の地域で相当なばらつき
があるという構造になっているとお考えいただ
ければと思います。

最後に地方には無駄があるのではないかとい
うご議論があると思いますので，その点だけご
紹介させていただきます。
資料16は，地方公務員数の状況です。総職員

数が現在２７６万人で，平成６年のピークから比
較いたしますと，５０万人減っております。

地方公務員の給与の状況につきましては，資
料17で，今年国の方は給与カットをしておりま
して，民主党政権では地方に求めませんでした
ので，２４年度はラスパイレス指数が高くなって
おりますが，今年は多くの団体でまた給与カッ
トをしていることで，また低くなっているかと
思います。もともと給与の削減をやっている団
体もたくさんあります。
資料18は，究極の行革ということでしょうか。

平成の大合併がございました。ご覧いただきま
すと，平成１１年のときに市町村数は３，２２９ござ
い ま し た が，平 成２２年 の 時 点 で１，７２７
へ，４６．５％減少しております。

特に見ていただきたいのはそこの役員の三役
計というところです。首長と副市町村長，収入
役を入れて９，８９５人おりましたのが，平成２２年
には４，０５５人，平成２２年には３，７２８人と６割減っ

ております。
それから，５万８，０００人おりました議会議員

が平成２２年には３万２，０００人にまで減っている
ということです。他の特別職の方も相当程度減
っているというリストラが行われております。

職員数については先ほど５０万人減ったと申し
ましたが，この効果が今後も出ていくものと思
っているところです。

そういう状況で，われわれはこの１年間何を
してきたかというと，税制抜本改革法が成立い
たしましたが，それに付属しているさまざまな
検討条項に基づく検討をさせていただいている
と言っていいのだと思います。それが資料19に
あります税制抜本改革法に基づく７条の規定で
す。
資料20は，そのときの課題ですので，省略さ

せていただきます。
資料21が今年の税制改正でやった内容です。

後ほど軽減税率とか，転嫁対策とか，今後の課
題についてはまた財務省の星野審議官からご説
明がありますので，省略をさせていただきます。

３．地方消費税率引上げと今後の経済
財政動向等

私どもの方の資料25をご覧いただきますと，
国税の方の附則１８条に消費税の引き上げに当た
っての措置についての条文がございます。われ
われの地方税の方の附則の１９条にもほぼ同じ条
文がございまして，検討するということになっ
ております。

これについては先ほどもご説明があったとお
り，資料26のとおり今後の経済財政動向等につ
いての点検会合というのが８月２６日から３１日に
かけて行われております。
資料27には GDP 速報が出ています。これら

に基づき適切なご判断をいただけるものと思い
ます。

ちょっと飛んでいただきまして，資料37をご
覧いただきたいと思います。消費税の引き上げ
について地方公共団体側はどういうスタンスを
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取っているかということだけ見ていただきたい
のです。

地方税源の確保につきまして自由民主党総務
部会合同会議に地方側が出した資料ですが，そ
の１番目にあります。平成２６年４月における消
費税及び地方消費税の確実な引き上げの実現が
図れるよう，着実に経済の状況の好転を図るこ
とということで要望が出されています。

そのことだけ申し上げて，前半の私の説明を
終わらせていただきます。

―――――――――――――――――――――

Ⅲ．財政・税制の総論への意見

（岩﨑） それでは，ただ今ご説明がありまし
た国・地方の財政・税制の現状につきまして，
まず谷口様からご意見をお願いいたします。
―――――――――――――――――――――
（谷口） 新日鐵住金の谷口でございます。よ
ろしくお願いいたします。ただ今財務省の星野
審議官並びに総務省の平嶋審議官にはわかりや
すくご説明いただきました。ありがとうござい
ます。お２人のご説明を受けまして，私の方か
ら納税者であります企業サイドからのコメント
ということで幾つか発言させていただきたいと
思っております。

１．我が国の経済・政治環境

まず世界経済の環境認識ですが全体としては
順調な回復ということです。中国の成長の鈍化
や，まだ全貌はわかりませんがシャドーバンキ
ングの問題とか，或いは欧州経済についても景
気の低迷もございますし，ソブリンリスクもま
だ十分に収まっていないとか，或いは中東の情
勢がいろいろ動いている中での地政学上の原油
の高騰等，いろいろリスクが起こったり，或い
はあったりはするようですが，他方米国が順調
に回復してきているということ，それから
ASEAN は絶好調ではないのですけれども，そ
の中からも成長の軌道に回復しつつあるという
ようなことで，世界全体としては緩やかな成長
過程にあるという認識です。

次に国内の経済ですが，先ほどもお話があり
ましたように，アベノミクスの効果が発現しつ
つあるという認識で，為替の修正や生産活動の
回復，これによります企業の収益の持ち直しが
見込まれております。それから，株式市場の回
復，個人消費の増加も期待されているというこ
とで，景気は着実に持ち直していて，デフレか
ら脱却しつつあるというのが基本的な認識だろ
うと思っておりますが，全体としてまた，オリ
ンピックも２０２０年東京開催が決まりまして，こ
れもマインド的にも実体経済面からも今後好影
響が期待されると思っています。

ただ，各産業や個別企業によりましてその回
復のスピードには少しずつ差があるというのが
事実であろうと思います。８月の月例報告にご
ざいましたような「デフレ状況ではなくなりつ
つある」という評価が出ているわけですが，個
人的にはもう少し強い手応えが出てきているの
ではないかと思います。

また，７月の参議院議員の選挙の結果，政治
のねじれがなくなったので，ここ数年の間，最
大の課題であった日本の再建に向けた取り組み
を強力かつ着実に進めることができる土壌がで
きたと認識しております。逆に言えば，今から
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数年が最後のチャンスかもしれないと認識して
おります。

まだ経済そのものが巡航速度に達していない
わけですが，これから成長軌道に乗せるための
いろいろな施策を総動員するということで，日
本再建のファンダメンタルズをここ何年間かで
積極的に作っていく時期なのだという認識です。

TPP の議論も始まっておりますけれども，
これを見据えて，日本の各産業の創生なり，再
編というものをしっかりやるために，今まで３
本の矢が放たれていますが，必要なら４本
目，５本目もきちっとやっていくという決意を
持って日本再建に取り組むべき時期になってい
るという認識です。

２．財政健全化と社会保障の持続可能
性

それから，ご説明がございました財政の健全
化の関係ですが，財政の状況は相当ひどい状況
にあるということは紛れもない事実です。税収
が歳出の４割強しかないという状況は極めて異
常だという認識は経済界も同様です。

従来から歳出を増やすということに重点を置
いて，増税などの歳入拡大を行わなかったとい
うことが続いているなかで，国債が国内で消化
されている限りは，日本の国民の中の貸し借り
だから，問題は少ないという意見もあるのです
が，それも限界に近づいていると認識しており
ます。いろいろな国が財政再建に取り組んで来
ている中で，日本の財政の健全化が海外からも
当然注目されています。日本としてもこのタイ
ミングでしっかりやっていかなければいけない
と思います。

歳出については当然各項目を効率的に見直す
という必要がありますが，構造的に増加傾向に
あります社会保障費の抑制が一番の課題だろう
と思っております。国民会議の報告にもありま
すように，少子高齢化における社会保障制度と
して全ての世代が相互に支え合う方針並びにそ
れを徹底した給付の重点化・効率化に取り組む

必要があるのだろうと思っております。
歳入面についても税収における所得の弾力性

に期待してはいるものの，国民に対して受益に
見合う負担を求めることを回避するわけにはい
かないと思います。今回の消費税の増税の議論
におきましても，負担が増えると言うとすぐに
問題にされるわけですが，社会保障費との連動
ということになっておりますので，その社会保
障の性格から言って広く国民に負担を求め，景
気変動からも影響を受けにくい歳入項目として，
その税源のふさわしさ，或いは過去からの累積
を含めた受益という視点からの点を強調して，
消費税の増税というものをしっかりやることが
必要ではないかと思います。

従来から言われていますように，まさに歳入
欠陥といいますか，歳入が４割しかないという
ことで，逆に増えている公債費は将来にツケを
回していることになるので，その将来の不安と
いうものがいろいろなことに影響を与えてきて
しまうということです。まずは消費税を上げて，
国民の納得感とともに国際的な信認も得るとい
うことが第一義ということだろうと思っていま
す。

それから，国と地方はご説明がありましたよ
うに財政的に連動しているわけですので，歳出
削減のためには役割を見直すとか，効率化を図
るということを一体で見直す必要があるのでは
ないかと思います。

３．税制改革の方向性

財政再建についてはいろいろな議論が進んで
いるところですが，まだ結論を得るというレベ
ルには至っておりません。ただし，将来の国の
ありようというものをしっかり見据えた上で議
論していく必要があろうかと思います。

少子高齢化と一言で言ってしまっております
けれども，これから起こることというのは，ま
さに生産労働人口が大きく減っていき，年少人
口が大きく減っていくという２つが大きくござ
います。つまり，働き手，或いは次の働き手の
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世代がいなくなっていくということです。
結果としてそういうことが起こることを前提

に置きながら，インフラなり，社会制度をどう
作っていくのかということを考える必要があり
ます。都市と地方のバランスとか，産業配置の
在り方とか，逆に限界的な生活圏もかなり出て
くると思っております。そういう意味でその視
点を置いた上で歳出の重点化なり，効率化，受
益負担の適正化などの国民的合意を得ていくこ
とを通じて財政再建をぶれずにきちっとやって
いくということが必要と思います。

そのためには，財政健全化法のような法的な
規制も導入するという必要があるのではないか
と考えています。これにつきましては政策運営
を担う御立場からのコメントも後で頂ければと
思っています。

また，税の抜本改革を踏まえて税制改革が実
行されてきているわけですが，結果として財政
健全化の裏づけの伴わない改革というのはまだ
まだ不十分だろうと考えております。税という
のは公平，中立，簡素という原則に乗っている
わけですけれども，この原則・原点に従って，
もう一回税体系を見直す必要があるということ
です。

それから，税は構造的に累進性のもの，或い
は安定的なもの，或いは応益的なもの，応能的
なもの，国と地方とか，直接間接等，いろいろ
な性格なり性質があるわけですが，様々な経緯
から積み上げられた税の体系をもう一度考え直
して，組み立て直していく必要があるのではな
いかと思っております。

その１つの視点として消費税の重要性が増し
てくるということを含め，所得・資産・消費に
対する課税の再構築を図ることを通じて税収を
確保し，納税者の納得のいく偏りのない制度を
作るということを考えていく必要があろうと思
います。

租研のアンケートでも税は公平性が一番の基
本だということが出ていますので，「公平性と
いうものを原点にする」というところは重要だ

ろうと思います。大きな社会の変化，時代の流
れに応じて税体系は見直す必要があり，今は，
まさにその時期にあるといえるのではないでし
ょうか。

４．地方税制改革の方向性

それから，わが国経済の再生につきましては，
地方の成長も不可欠です。そういう意味では先
ほどお話しいただきましたけれども，地方が自
主性，自立性を保てるように安定した財政基盤
を作るということが必要と思っております。そ
の点，地方税制というのは，歳出の内容を十分
に踏まえた応益原則に基づく必要があろうと思
います。

それにふさわしい税源が紐付けられる様に再
構築の中で進めていく必要があるのではないか
と考えております。そういう意味では国から地
方への財源配分ということも不可欠だろうと思
っておりまして，地方の行財政改革を促すとい
うことのために，その成果を適正に評価して，
反映するための仕組みを確立していく必要があ
るのではないかというところです。

総論につきましては終了させていただきます。
ありがとうございました。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。引き続き
まして，土居先生の方からコメントをお願いい
たします。
―――――――――――――――――――――

（土居） 慶應義塾大学の土居でございます。
今日はこのような機会をいただきまして誠にあ
りがとうございます。私は日ごろ税財政につい
て経済学の立場から研究をしておりまして，租
税研究協会にもいろいろとお世話になっており
ます。

私自身は星野審議官，平嶋審議官のお話を承
りまして，今の国税，地方税それぞれの現状を
非常に端的にご説明いただいたのではないかと
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思っておりまして，感謝申し上げます。まず総
論について私なりに討論と申しますか，両審議
官にご質問させていただきたいと思っておりま
す。

１．財政健全化の道筋と税制の対応

皆さまもご承知のように今は消費税率を予定
どおり引き上げるかどうかということで議論に
なっております。非常に素人的な邪推ではあり
ますけれども，私は予定どおりに引き上げられ
ることは決まったのではないかと思っておりま
す。

それはなぜかと申しますと，この前の GDP
の４－６月期の第２次速報を受けて，甘利大臣
から「安倍総理は１０月１日に決断をなさるので
はないか」というようなご趣旨の発言がありま
した。

ところが，法令上ないしは商取引慣行上，ま
さに経過措置を考えますと，来年４月１日の税
率を半年前の１０月１日時点で確定しないと商取
引契約に差し障ることになります。４月１日以
降の税率が１０月１日の段階で未定であるという
ことになりますと，契約書も交わせないことに
なります。それは重大な問題です。

消費税をもし予定どおり引き上げたら，どれ
だけ景気が悪くなるかという心配以上に今年度
の後半の商取引契約をどうするのだということ
すら心配になるわけです。この決断の時期を９
月中ではなく１０月になさったということは予定
どおり引き上げる以外にほとんど物理的な要因
としてはないということなのかなと思っており
ます。

これから議論させていただくのは私なりの邪
推に基づいてということですので，若干税務当
局の両審議官にはそんな話は今まだできないと
いうぐらい気をもんでおられるかもしれません
が，少し気の早い話をさせていただきたいと思
います。

先ほど谷口様からもお話がありましたように，
わが国の財政健全化は非常に重要になってくる

のは言うまでもないことだと思います。それに
当たって経済学者の間では消費税率を１０％まで
上げるということだけでは不十分なのではない
かという議論も出ています。２０２０年代以降のこ
とを考えると，消費税率は１０％よりも上げると
いうことだとか，それ以外の所得税や法人税の
改革も併せて進めていかなければいけないので
はないかということです。

そういう意味では社会保障・税一体改革とい
うのは極めて重要な取り組みだと私自身も評価
しておりますけれども，さらなる税制改革は今
後いろいろな形で問われ続けることにしばらく
はなるのではないかと思うわけです。

そこで，両審議官にご質問させていただきた
いのは，国税と地方税それぞれの税目において
今後どのような税の在り方，つまり，所得税，
法人税，消費税，相続税など，それから，地方
税でいえば個人住民税，法人住民税，それから，
固定資産税，地方消費税などなど，それぞれの
お立場で今後改革課題としてどのような税目で，
どういうあたりに議論が及ぶ可能性があるのか。
ないしは議論する必要性が生じているというこ
となのかということについて，少し先走った話
で，まだ，行政当局としては予定どおりに消費
税率が引き上げられると決まったわけではない
というお立場かもしれませんが，そのポスト社
会保障・税一体改革というようなことをにらみ
ながら，少しご議論させていただきたいと思い
ますので，ご質問させていただきました。
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２．グローバル化の進展と法人課税の
在り方

それから，この場におられる方の関心のおあ
りの点だと思いますけれども，法人課税の問題
です。この秋にも臨時国会で成長戦略に付随す
る法人課税の在り方ということが俎上に上って
くるのではないかといろいろ巷間言われており
ます。

私自身も法人課税については経済学の立場か
らは，いわゆる学説で申しますと，法人擬制説
の立場です。つまり，法人税の負担は法人なる
怪物が税負担をするのではなくて，従業員や株
主や顧客や企業を取り巻くステークホルダーの
方々が法人税の負担を暗黙のうちに分け合って
いるという税の性質を持っているのではないか
と私自身は捉えております。

そう考えますと，法人税という税は暗黙のう
ちに働いた人たちの給与から法人税の負担の一
部を転嫁する形で徴税をするということです。
ないしは株主に対してはもし法人税がなければ，
配当がもっと増えていたかもしれないけれども，
暗黙のうちに得べかりし配当が得られないとい
うような形で法人税の一部の負担が転嫁される
とか，そういうような形で給与とか，配当とか，
さまざまな所得に転嫁される形で法人税の負担
が委ねられているのではないかと思います。

所得税の場合，ないしは地方税では個人住民
税ですが，給与に対してどういう形で所得税を
かけるかということは事前に決められます。金
融所得に対してこういう形で所得税なり，住民
税をかけるということが事前に決められた上で
課税されるということですが，法人課税は事前
には決められない形で，企業が生み出した付加
価値をどういう分配をするかという企業の行動
に基づいて課税されます。つまり，給与に一部
が転嫁されたり，配当に一部が転嫁されたりす
るというような形で，結局は誰に税を負担させ
るかというのが企業行動に丸投げにされている
ような性質を持っている税ではないかというの

が法人擬制説の立場から見た法人課税という考
え方になろうかと思います。

ただ，ご承知のように，今後グローバル化が
ますます進むという中で資本は国境を越えて足
が速く移り行くということになります。できる
だけ収益が高いところへ移転するという性質を
より多く持つわけですが，それに対して働く者
はそう容易に国境を越えられないというような
状況を考えますと，いつまでも法人課税に頼り
続けてよいのかという思いもあるわけです。

ただ，星野審議官がご説明になられた財務省
の資料㉘，それから，平嶋審議官がご説明にな
られた総務省の資料13にありますように，わが
国の法人税ないし地方法人二税をいきなりなく
してしまうと，税収に大きく穴が開いてしまう
というぐらい大きな割合を占めています。

私はそれを称して，too big too fail と言って，
税収が大き過ぎて，なかなか法人課税をやめら
れないと，つぶせないという状況に陥っている
のではないかなと思ったりもするのですが，急
には変えられないというような状況にはありま
す。

ですから，代替財源といいましょうか。しか
るべき法人課税のより良い在り方を考えながら，
今の法人課税をできるだけ経済成長や企業行動
を妨げないようなものにしていくということが
１つのパズルとしてあるのかなと思っておりま
す。

そこで考えますと，実はわが国の法人住民税
には均等割という形で課税される課税の仕方が
ございます。どれだけ利益を上げるかに関わら
ず，資本金によって金額は若干変わりますけれ
ども，基本的にはその法人に対して一定額の税
を課すということです。どれだけ利益が上がろ
うが，どれだけ従業員を雇おうが，それ以上の
均等割は課税しないという形の税です。

もちろん裏を返すと，どれだけ赤字でも均等
割は払っていただくということが起こり得ると
いう経済的な性質はございますが，そういう企
業活動を妨げない形で企業からしかるべき税負
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担をお願いするということであるならば，今の
ような法人所得に比例する形とか，従業員に比
例する形ではなくて，むしろあまり企業活動に
よらず，一定額の税負担を求めるという形の税
の在り方というのは今後の法人課税としてはあ
るのかなと思ったりするのですが，その考え方
についてどのようにお感じになられたかという
ご感想を聞かせていただければと思います。私
からは以上です。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。ただ今の
ご意見について，現段階でお答えできる限りで
結構ですので，両審議官からお話をしていただ
ければと思います。

それでは，よろしくお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（星野） まず谷口様から網羅的なご指摘をい
ただきまして，どうなるのかなとお聞きしたと
ころです。

１．財政健全化法について
２点ございまして，１つは財政健全化法につ

いてどう考えるかというお話がございました。
いつも税制を国会に出して，それを通すという
ことで私どもは苦労しているわけです。今後は
社会保障の枠組みも含めて，税制，財政をどの
ように運営していくかということについて何が
しか国会の場で法案化されて，それに基づいて
政策立案が安定的に行われていくということ自
体は極めて望ましいことではないかと考えてお
ります。

どのように財政健全化の枠組みを作るのかと
か，どの程度の強制力があるのかとか，そうい
ったことはいろいろなバリエーションがあるの
だとは思いますけれども，いずれにしても与野
党を超えて，国会の場で財政について議論が行
われるという意味では財政健全化法というよう
な考え方というのはこちらとしても参考にさせ

ていただきたい考え方だと思いますし，それぞ
れの党がそういった考え方を持っているとこち
らとしても考えておりますので，今後もそうい
った方向については検討を続けたいと思ってお
ります。

２．税制改革の方向性
それから，もう１点はまさに税制について転

換期にあるのではないかというご指摘です。先
ほど総論でご説明をさせていただいた資料㉙で
すけれども，税制抜本改革関係の課題について
ということで，最近行った税制改正について網
羅的に書いているのですけれども，実は税制の
課題についてはいろいろあって，消費税だけで
はなくて，例えば所得税の今回の最高税率の見
直しについてある程度所得再分配機能を多少で
も取り戻そうとか，資産課税の見直しによって
資産の再配分の機能をもうちょっと強化しよう
といったようなこととか，法人税の引下げとい
ったようなことで，当面する課題については何
とか取り組もうということでここ２～３年やっ
て，１つの区切りがついたところではあります。

ただ，谷口様のご指摘のとおり，さまざまな
課題は非常に多いので，もう一度原点に立ち返
って検討していかないといけないとか，その際
に今のいろいろな経済社会構造の変化みたいな
ものを当然踏まえて対応を考えていかないとい
けないと考えております。

３．財政健全化の道筋と税制の対応
それから，土居先生からですけれども，大変

難しいご指摘で，どこに増税余地があるかとい
うことです。先ほど私の説明の中で租税負担率
の話をさせていただきました。

今後税負担を求めていくということを考えた
ときに，１つは国際的な水準とのギャップとい
うか，国際的な水準から見て，無理な負担はな
かなか求められないということはあるかなと思
います。そういう意味では消費課税と個人所得
課税について国際的な水準に比べてみれば，負
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担は低いというようなことがありますので，そ
こをどう考えていくかということです。ただ，
税収力という意味で考えますと，消費税が一番
大きいかなと思います。社会保障を展望して考
えていくという際には消費税が中心になるのか
なと考えております。

４．グローバル化の進展と法人課税の在り方
それから，法人税の話ですけれども，これは

この後，各税のところでまた法人税について述
べさせていただきたいと思います。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） 星野審議官，ありがとうございまし
た。続きまして，平嶋審議官からお願いいたし
ます。
―――――――――――――――――――――

（平嶋） まず，谷口さんから包括的なお話を
いただきまして大変勉強になったところです。

１．地方税改革の方向性
お話しいただいた項目の中で申しますと，私

の方から先ほど財政の健全化法のお話をいたし
ましたが，もちろんその法律そのものをどうし
ていくかというのは国政レベルのお話ですし，
国家財政中心ということだと思いますが，国と
地方は非常に財政が緊密な関係にあるというの
を先ほどご説明いたしました。その関係で，過
去に財政構造改革法というのが橋本内閣で通っ
たことがありましたが，あのときに地方財政と
か，地方自治に関してどの程度その部分に議論
を重ねていくのかは，国の法律と地方自治の関
係ということで議論がございました。その点を
頭に置いてやっていかなければいけないのかな
というのが１つの感想です。

それから，「わが国の経済の再生には地域の
成長が不可欠です」とおっしゃっていただきま
した。これは私どもの新藤大臣のモットーで，
日々そういうことでわれわれは叱咤激励をされ

ておりますので，大変いいご指摘を頂いたと思
っています。その中で税制は応益原則に沿った
税源確保で，きちんと確保していくことが重要
だと言っていただきました。

今まで地域で受益と負担が一致して，地域の
民主主義の中で財政の効率化が図られていくこ
とがいいという認識でやってまいりました。で
すから，まずは適正に評価するのは地域の住民
でしょうけれども，政府の方でも地方公共団体
間の効率性をきちんと評価できる仕組みとか，
その到達状況がどこかというような指標を出す
ことで，適正な競争を促していきたいと考えて
いるところです。

２．財政健全化の道筋と税制の対応
土居先生からいただいたご質問は，増税余地

ということですが，そのことを行政の立場から
言うということは，大変に難しいわけです。た
だ，星野審議官からありましたように，そもそ
も今回の消費税増税は国・地方の財政再建がで
きるところまで上げるとしたら１０％ということ
ではなくて，現時点で経済との関係を考えたら，
大きなショックにならない範囲内でやっていく
ためには５％引き上げが限界だろうということ
で決まった引上げ幅です。この時点での引き上
げは５％が限界だろうということでやったわけ
ですので，長期的に考えれば，消費税・地方消
費税には，まだ，増税の余地があるという議論
がもともとあったと思います。

その他に幾つか，私の意見ではなくて，こう
いう議論がありましたということでご紹介をさ
せていただきますと，個別の税制のところで出
てきますけれども，社会保障制度国民会議の議
論の中では，年金課税の見直しが言われており
ました。それから，環境問題の中ではアメリカ
と比較すると高いと言われつつ，燃料課税が
ヨーロッパに比べて日本は低いのではないかと
いう議論がございました。これは法人実効税率
の見直しの議論との関連で出てくることですけ
れども，法人実効税率をもし下げるという前提
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で行くと，配当譲渡益の課税を強化すべきでは
ないか。或いは地方財政で行きますと，法人の
所得課税を引き下げる代わりに，外形課税であ
る付加価値割を広げていくべきではないかとい
う議論がよく出てまいります。

それから，私ども自身が要求したものとして
申しますと，地方税では固定資産税で，バブル
期の影響がありましたので，住宅の２００�まで
の小規模宅地の特例が一般の商業地に比べてあ
まりに低いのではないかという議論がございま
した。そういう議論を私どもも一昨年は提起し
たことがございますが，現実に消費税の増税を
お願いしているときに，小規模な宅地の固定資
産税を上げていくことが実際にできるかという
と，負担増というのは厳しいものがありますの
で，消費税，地方消費税の増税が行われた後に
またあらためて慎重に検討することが必要なの
だろうと思っています。

３．グローバル化の進展と地方法人課税の在り
方
法人課税の方は後ほどまた出てまいりますが，

法人住民税均等割の引上げはどうか，というお
話がありました。確かに，法人所得課税が地方
税として向いているのかという議論があるので，
地方の法人課税のあり方の議論はしなくてはい
けないと思っておりますが，均等割というと，
どうしても中小法人の方に重たくなってしまう
という傾向があるということがございます。

外形的に課税するなら，われわれとしては事
業規模に応じて，事業規模が大体行政サービス
の応益を示すと思えば，付加価値割のようなも
のの方がいいのではないかなというのが率直な
感想です。以上です。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。

それでは，個別税制の現状と課題につきまし
て議論をさせていただきたいと思います。まず，
財務省の星野審議官から，国税に関する個別税
制の問題についてご教示ください。
―――――――――――――――――――――

Ⅳ．個別税制の現状と課題

１．消費税

（星野） 最近議論になっている事柄について，
さっと触れさせていただけたらと思います。

まず消費税についてです。資料㉚は，低所得
者への配慮です。１つは，低所得者への配慮で，
複数税率の扱いをどうするのか，今回８％への
引上げの局面で，簡素な給付措置をどうするの
かといったことが議論になっています。
資料㉛は，軽減税率です。今年の１月に税制

改正大綱を与党でまとめる際に，自民党と公明
党との間で，消費税率の１０％への引上げ時に軽
減税率制度を導入することを目指すことで合意
がなされております。この合意に基づいて与党
の税制協議会で，この軽減税率導入に伴うさま
ざまな検討項目について協議が行われており，
関係団体からヒアリングが行われています。

課題としては，対象品目をどうするか，その
際の税率をどうするか。それから，軽減税率を
導入することになると，その財源の確保，イン
ボイス制度を導入する必要が出てくるかどうか。
仮に出てきた場合に，それをどうするか。区分
経理をするためにどのように対応していくのか。

それから，中小事業者の事務負担の増加です
とか，免税事業者が課税選択を余儀なくされる
といった問題が出てまいりますので，そういっ
た問題への対応が議論になっています。この年
末に向けて議論をしていくことになります。
資料32は，複数税率です。集中点検会合の中

でも，この複数税率については賛否がございま
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した。論点としては，今申し上げたようなこと
ですけれども，ヨーロッパを見ると，歴史的な
経緯もあって，食料品等について軽減税率を導
入している国が結構ありますけれども，逆に，
付加価値税を導入したのが遅い国で見ると，か
なり単一税率でやっている国もございます。

それから，EU 諸国の食料品に対する適用税
率から単純に平均を取ってみますと，１１％程度
になっておりまして，１０％段階で食料品につい
て軽減税率を入れるかどうかということについ
ても議論があるところかと思います。

何を軽減税率にするかといったことについて
も，かなり議論が分かれるところで，また，高
所得者の方に相対的に負担軽減効果が及ぶこと
で，低所得者対策としては非効率ではないかと
いった指摘もありまして，そういうことも含め
て今後議論がされることになります。

それからもう１点，消費税に関しましては，
転嫁対策の話がございます。これをちゃんとや
ってほしいということが，点検会合でも指摘さ
れたところです。
資料34は，消費税率の引上げに伴う転嫁対策

等です。この前の国会で転嫁対策特別措置法と
いう法案が成立し，１０月１日から施行される予
定です。この円滑な施行に向けて，同時並行的
に準備をしていますが，１つは，事業者間の取
引において弱い取引相手先に買いたたきなどが
起こることを防ぐための措置が盛り込まれてお
ります。独禁法や，下請法よりも広い取引関係
をカバーし，なおかつ迅速に勧告・公表ができ
るような枠組みを作ることで，法律の仕組みが
取られております。

もう１つは，転嫁を阻害する表示の是正で，
消費者に誤認を与えないようにするとともに，
納入業者に対する買いたたきや，競合する小売
店の転嫁を阻害することにつながらないように，
消費税を転嫁していないという旨の表示や，消
費税をおまけしますといった表示については，
行ってはいけないことが法律に規定されていま
す。

それから，価格表示に関する特別措置で，い
わゆる総額表示義務を緩和しております。表示
する価格が税込価格であると誤認されないため
の措置を講じているときに限り，税込価格を表
示することを要しないことで，仮に４月に消費
税率が変わったときに，値札の付け替え等々に
ついて，ある程度弾力的な対応ができるような
措置が盛り込まれております。

その他，転嫁・表示カルテルについて，独禁
法の適用除外とするといったようなことが盛り
込まれています。

この法律に伴いまして，事業者に対する転嫁
状況に関する調査を幅広く今後実施していくこ
とで，対策を取ることになっています。また，
広報・相談体制をちゃんと敷いていこうという
議論がされています。

２．法人課税

次に法人課税の関係です。資料35は，法人実
効税率引下げと復興特別法人税です。先ほど土
居先生から，法人税についていろいろなご指摘
がございました。法人税については，今，党税
調それから政府の方でも，この秋，投資減税を
中心とした対策を検討すべくいろいろと議論が
行われているところです。

法人税は，平成２３年度の改正で実効税率の引
き下げが行われて，５％の引き下げが行われた
わけですけれども，復興特別法人税で，法人税
額の１０％の付加税が今課されていて，平成２７年
度以降にフルに５％の引き下げが効いてくると
いう状況になっています。
資料36は，法人所得課税の実効税率の国際比

較です。表面税率の国際比較をすると，確かに
日本の法人税の税率は，アメリカと並んで高い
水準になっておりまして，ヨーロッパのその他
の国，またアジアの各国と比べると高い水準に
なっていて，これを下げるかどうかといったよ
うなことについても議論がいろいろと出ている
ところです。

ただ，法人税の引き下げを仮に１％行うにし
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ても，国・地方も含めて，４，０００億円の財源が
かかることで，財政が非常に厳しい中で，その
財源をどのように見つけていくかということを
同時に議論しないと，財政への信認が保てない
のではないかと考えております。そういった中
で，例えば，外形課税みたいなことを国として
考えるかどうかということについても，１つの
お考えだなということではあると思っています。

今後，法人税を考えるに当たって，１つは，
国外に企業が出ていってしまうという話，それ
から，海外からどういった企業を呼び込んでく
るかといったような話，それから，企業に対し
て減税を行うことによって，それが例えば雇用
とか賃金に好影響を与えるとか，又は設備投資
に好影響を与えるといった，そういったさまざ
まな切り口から検討する必要があると考えてい
ます。仮に企業流出という面で考えると，国際
競争にさらされている製造業を中心に，製造業
に対する，設備投資減税等々も含めて，ある程
度の軽減措置を考えていくかどうかということ
が１つの論点になると思っています。

それから，海外からの企業誘致の関係につい
て言いますと，結局は最終的なトータルの日本
における魅力はどうかということが，やはり問
題になってこようかと思います。マーケットに
近い，需要に近いところにどうしても企業は誘
致いたしますので，どうやってトータルの魅力
を高めていくか，例えば企業にとっての社会保
険の制度なども含めて，トータルに考えていく
必要があろうかと思っています。

それから，雇用，賃金，投資といったことに
どのぐらい効くかといったことを考えると，ど
の税制が一番効くのか，やはり財源と効果の関
係を総合的に考えていく必要があるのではない
か。法人税は，まだいろいろと議論を行ってい
く必要があると思っています。

前半で法人税収の話をさせていただいたとき
に，繰越欠損金の話をちょっとさせていただき
ました。資料37は，その繰越欠損金額の状況で
す。直近で見ていただいても，この下に伸びて

いる棒，これが繰越欠損金額の残高でございま
して，７６兆円たまっています。

このうち大体５０兆円ぐらいがリーマンショッ
ク後に新たに発生した繰越欠損金になっており
ます。今後まだまだこれが繰り越されて残って
いくことで，上の方の棒を見ていただいても，
法人の所得金額から繰越欠損金の控除額が大体
１０兆円ぐらい控除されるような構造になってお
り，法人税収にかなり利いてくる構造になって
います。
資料38は，法人数と欠損法人割合の推移です。

やはり欠損法人割合が日本の場合は非常に高い
という問題があります。全法人の７割を超える
企業，大企業で見ても大体半分ぐらいの企業が
欠損法人になっています。日本の企業の収益構
造をどのように高めていくかといったことを考
えていく必要が同時にあろうかと思っています。
資料39は，業種別法人税額です。参考までに，

業種別の法人税額ということで付けております。
真ん中の丸が平成２３年度全体，９兆３，６００億円
の法人関係の税額のうち，どういった業種が払
っているかという内訳ですけれども，例えば国
際競争に中心としてさらされている製造業につ
いて見ていただきますと，大体４分の１，２６％
ぐらいの納税額になっています。

それぞれの業態の内訳を，ご参考までに掲げ
ておりますけれども，こういった税収がどこま
で上がるのか，収益構造がどうなっているかと
いったことについても，もう少しきめ細かく見
ながら，政策立案していかなければいけないと
考えております。
資料40は，法人の設備投資の推移です。設備

投資については，今いろいろ議論しているとこ
ろですけれども，近年，キャッシュフローより
もかなり低い水準でしか設備投資が行われてい
ません。

減価償却費と比べて見ても，設備投資の金額
が低くなっていまして，企業にお金がたまって
いるけれども，それが設備投資に回っていない
という状況が如実に見てとれます。今回，経済
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環境がかなり好転してきていることを受けて，
企業の設備投資意欲を何とか引き出して，質の
いい設備投資に向かわせるために，どういった
施策を取るのがいいのかということを中心に議
論が行われております。
資料41は，６月に閣議決定された日本再興戦

略です。この中で下線を引いていますけれども，
設備投資や事業の新陳代謝を促す枠組みを構築
し，思い切った投資減税で法人負担を軽減する
ことによって企業を大胆に支援していくことが
掲げられています。大きく分けて３つの柱があ
ります。経産省が考えている産業競争力強化法
案をこの秋，国会に提出して，その法案を中心
として，第１は先端設備の投資促進をする。そ
れによって生産設備の新陳代謝を図っていく。

第２は，ベンチャー投資に対して，法人の資
金を向かわせることで，良質なベンチャーファ
ンドを作るとともに，そこに対する企業の投資
を誘導できないかといったような議論も関係省
庁としています。

第３は，事業再編・事業組換の促進で，事業
再編でスピンオフ，カーブアウトを行った企業
に対して，元の関連企業から何らかの支援を行
う，それに対して税制上の優遇措置を与えられ
ないかといったような議論をしておりまして，
事業再編についても何とか今後進めていくよう
な枠組みを作りたいと考えています。

３．国際課税

最後に国際課税の話をさせていただきたいと
思います。資料45は，税源浸食と利益移転
（BEPS）行動計画です。OECD の租税委員会
で，税源浸食と利益移転（BEPS）に関するプ
ロジェクトが動いておりまして，この根っこに
はリーマンショック後の所得格差の意識と，財
政的な措置の問題が背景にあると考えておりま
す。

概要を資料45にまとめておりますが，結局，
グローバル企業が税制の隙間や抜け穴を利用し
た節税対策によって税負担を軽減しているとい

う問題が，例えばスターバックスの英国子会社
において顕在化して，こうした問題を OECD
の租税委員会で，BEPS に関するプロジェクト
を立ち上げて検討をしております。ちなみにこ
の租税委員会は，財務省の浅川総括審議官が議
長をしております。

これが単なる OECD の議論にとどまらず
に，２０１２年１１月以降，ヨーロッパの財務大臣が
これを支持する共同声明を公表し，２０１３年２月
に G２０財務大臣・中央銀行総裁会議で取り上げ
られ，さらに６月の G８サミットでも，議題の
１つとして取り上げられてきております。

BEPS 行動計画というものが，７月にモスク
ワで行われた G２０財務大臣・中央銀行総裁会議
で提出されまして，今後この１５のアジェンダに
基づいて，１年から２年半ぐらいかけて，新た
な国際的な税制の調和を図る方策を勧告すべく
検討を行っていきます。その際に，OECD 非
加盟国の G２０メンバー８カ国も，この議論に参
加しうる枠組みとしてプロジェクトを設けるこ
とになっています。

この関連で，資料46，47には，サミットにお
ける安倍総理の発言，コミュニケ等々を載せて
います。
資料48，49は，具体的な事例です。
今申し上げた BEPS の１５のアジェンダは，

資料50です。例えば，電子商取引課税について，
行動１に載っています。例えば消費税に関して
言えば，今アメリカの企業から音楽を買って聴
いている日本の消費者には消費税がかかってい
ない。それから，アメリカの企業には，日本の
消費者に提供した音楽で得た所得に対して日本
の法人税がかかっていない。

こういった議論をどう処理するかという問題
がありますけれども，これをあまり厳しくやる，
PE があるから法人税をかけようということに
すると，例えばある新興国に進出した企業が，
同じように PE があるではないかということで
課税をされるといったような事態も起こり得る
ので，なかなか議論は単純ではございません。
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いずれにしても，こういった国際的な枠組み
で，いろいろなルールをまとめ上げていく，そ
こに中国・インドといった OECD 非加盟の国
も参加させていくことが何よりも大事ではない
かというふうに考えております。

BEPS と並んで，もう１つ OECD の議論の
ポイントは，資料51の自動的情報交換です。自
動的情報交換とは，相手国の納税者が行う取引
等の税関連情報を，相手国税務当局に対し，ま
とめて自動的に提供する仕組みです。

２つ目の「○」に書かれておりますとおり，
現状におきましても，毎年相当な件数が交換さ
れてきています。

この仕組みを国際的に整えていこうという議
論が OECD で行われているのですが，資料52
には，情報交換をめぐる国際的議論の経緯をま
とめております。

１つは，２００８年にスイスの UBS 事件が起こ
って，スイスがそれを契機にアメリカとの間で
情報提供をするようになり，それから，それま
で銀行機密を保護していた法律を改正して，各
国と情報交換規定を含む租税条約を結ぶように
なりました。日本とも結んでいます。こういっ
たことをきっかけに，これまでいろいろな金融
関係の情報を秘密にしていた国が，情報を提供
するようになりました。

OECD でも，資料52に書かれておりますけ
れども，OECD のグローバルフォーラムで，
各国の税制の透明性や情報交換の実施状況につ
いて，お互いに審査をしようということで，そ
ういった枠組みを実施してきております。順次，
この枠組みの参加国が増えてきています。

私からは以上です。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。

平嶋審議官から，個別地方税制についてご
教示ください。
―――――――――――――――――――――

Ⅴ．個別地方税制の現状と課題

１．秋の税制改正における検討項目

（平嶋） 今，地方税制で課題になっているこ
と，個別の論点を，資料28に基づきご説明させ
ていただきます。

先ほど日本再興戦略のお話が星野審議官から
ありましたが，これは現在，まさに秋の税制改
正プロセスにおける検討項目として，自民党税
調で検討することとされている項目です。

基本的考え方は，日本再興戦略に盛り込まれ
た緊急構造改革プログラムに係る税制上の対応
を検討しこれらにより，民間投資の活性化を図
るといたしまして，１番目に先端設備の投資を
促す税制，２番目に民間企業等によるベンチ
ャー投資の促進のための税制，３番目に収益力
の飛躍的な向上に向けた経営改革を促進するた
めの税制，さらに，設備投資につながる制度・
規制面での環境整備に応じ必要となる税制とあ
りまして，その具体的な環境整備は別紙にござ
います。

これらの項目については，まさに今現在議論
中でございまして，地方税制におきましても，
国の法人税で対応されたものにつきましては，
法人住民税の法人税割，さらには法人事業税の
所得割で，それに準じた措置を講じていくこと
が予定になっているわけです。その他に今回，
経済産業省からは，固定資産税の償却資産に係
る抜本的な見直しという提案がございます。

それについて，幾つかお話をさせていただき
たいわけですが，資料29には，この日本再興戦
略に基づく税制措置に関する提言として，経団
連から提言が出ておりまして，その中でも，法
人税の減税及び資産については，地方税も整合
性を図ってほしいという要望をいただいている
わけです。残念ながら私どもはそう簡単にやる
わけにはいかないというご説明になるわけです。
私どもは，資料29は，要望を見もしないでお断
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りしているのではなくて，ちゃんと要望は咀嚼
した上でお断りをさせていただきたいな，と思
って，資料として付けさせていただいたという
ことと御理解いただければと思います。
資料30は，償却資産税収です。償却資産です

ので，投資に応じて税が相当大きく変化してい
るのではないかと思われている方も多いのでは
ないかと思うのですが，実際は，償却資産課税
はストックに対してかかっておりますので，１
兆６，０００億円から１兆７，０００億円と，安定した税
になっています。非常に貴重な税源になってい
ます。

その上で，資料31を見ていただきますと，償
却資産課税は個々の市町村にとって極めて大き
な税収になっています。

左側が，例えばダムのあるところですとか，
福島県の市町村があるように，原発があるとこ
ろにとって，極めて大きな税収になっています。
それから，右側にありますように，例えば７番
目の北九州市，三重県の四日市市，こういうと
ころは人口に比べて製造業が多くて，大きな税
収をここから生んでいるということです。

そういうこともありまして，資料32にありま
すように，償却資産課税については，地方６団
体から，堅持してほしいという要望があるわけ
です。
資料33は，資産税制の国際比較（償却資産関

係）です。よく経済産業省からご指摘を受けま
すのは，償却資産課税というのは国際的に見て
まれであると，日本独自の税であるかのごとく
ご説明されるのですが，償却資産課税というの
は実はアメリカから輸入した税で，固定資産税
というのは土地と家屋と償却資産にかかってい
るわけですが，土地というのは戦前の地租にあ
り，それから家屋は，家屋税というのが戦前か
らございましたが，償却資産は戦後，シャウプ
勧告でアメリカの税制を導入しろということで，
シャウプさんが導入するように勧めて，それで
日本で導入したもので，日本独自の課税ではな
くて，アメリカでは一般的な税です。

資料33を見ていただきますと，一番左にアメ
リカがありまして，５０州のうち３８州で機械設備
にかかっています。これも，アメリカでも機械
設備にかかる償却資産の見直しの動きがあるで
はないかというようなご指摘もあるのですが，
やっているところは，この間破産したデトロイ
ト市のあるミシガン州のようなところで，経済
的に日本企業もたくさん立地しているカリフォ
ルニア州にはそういう動きはありません。償却
資産課税の有無というのが企業立地に大きな影
響を与えているというのは，若干違うのではな
いかと，私どもは思っています。

もう１つ，法人税と固定資産税の償却の考え
方を合わせてほしいという議論があります。資
料34は，法人税と固定資産税の償却資産の考え
方の資料です。基本的には，法人税における減
価償却は，資産の取得価額をどういうふうに費
用に計上していくかという問題なのに対して，
固定資産税は，そのまま財産価値に着目して課
税しておりますので，効果も，いずれも発生す
るところが違いまして，これは第一次安倍内閣
のときに，平成１９年度に，法人の方で見直した
ときも，固定資産税の方は見直していないとい
う状況があることです。

いずれにしても，ただ，固定資産税の償却資
産でも，一定の公益性のあるものなどについて
特例は講じていることはありますので，もちろ
ん議論はさせていただきますけれども，基礎的
な税収ということについてぜひ誤解を正した上
で，ご議論をいただければと思っている次第で
す。

２．地方法人課税

２番目の議論は，資料35の平成２６年度税制改
正における地方税に関する主な減税要望につい
てです。先ほど申しましたように，消費税の増
税によりましても，全然財政の健全化は保証さ
れているわけでもなく，また，消費税の税収は
社会保障に使われるので，消費税を引き上げる
ことで減税余地が生まれるということはないの
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ですけれども，やはり減税の要望を多々いただ
いているわけです。
資料35にありますように，今年度税制改正で

も，法人所得課税の実効税率の引き下げ，自動
車取得税の廃止，それから固定資産税の償却資
産課税の抜本的見直し，ゴルフ場利用税の廃止，
このようなご要望を頂戴しているわけです。

しかし，資料36の地方税収と地方財政の財源
不足の状況にありますように，地方税収は３５．８
兆円，地方財政の４割に相当する財源不足が生
じています。消費税・地方消費税引き上げによ
る増収は４．２兆円，社会保障の充実もあります
ので，実際は３．３兆円ぐらいしか財政の健全化
には寄与しません。

そういった中で，具体的な代替財源のない地
方税の軽減というのは，やはり慎重に検討して
いきたいと思っています。

そういう観点で，資料37に，地方六団体から
の要望がございまして，いろいろなことについ
て，やはり，慎重に検討しろというご要望を頂
戴しているということをご紹介させていただい
ています。

その中で非常に大きな課題が資料38にありま
す税制抜本改革法に基づく法人実効税率の見直
しがあるのですが，それ以外に，地方法人特別
税・譲与税制度の見直しの問題がございます。

これは税制抜本改革法のところの第７条３号
に，法人課税の見直しのことと，５号で地方税
制について見直しの項目が入っているわけです
が，まず１つ，一番大きな課題は，資料39の地
方法人特別税・譲与税についてです。

現在，もともと法人事業税の所得割につきま
して，地方法人特別税・譲与税というのを設け
まして，富裕な県であるとされておりました東
京都その他から，その税収を納めていただいて，
各県に人口・従業者数という，地方消費税とほ
ぼ同じ割合で交付するという制度を取っていま
す。

これがもともとの法律を作ったときの経緯か
ら，税制の抜本的な改革において遍在性の小さ

い地方税体系の構築が行われるまでの間の措置
ということで行われているわけです。これにつ
いて，税制の抜本的な改革と併せて抜本的に見
直しをするということがいわれておりますので，
この取り扱いが今年は地方税制にとっては非常
に大きな問題の１つにもなっています。

基本的には，取り上げられている東京都や愛
知県は，「今回，消費税の引き上げも行われた
のだから，これは解消してほしい」というご要
望ですが，片や，地方の県におきましては，
「これは極めて重要な制度である。今回の地方
消費税の引き上げで，むしろ東京都や愛知県の
方が潤っているのだから，この制度は存続する
だけではなくて強化すべきである」というのが
真っ向から対立しておりまして，私ども大変に
その取り扱いには苦慮しているところです。
資料40にありますように，「地方法人課税の

在り方に関する検討会」というのを地方財政審
議会において検討させていただいているところ
でして，その富裕県と，それから貧乏県の間の
争いに苦慮しているところに乱入をされたのが
経団連でございます。
資料41を見ていただきますと，これは今年の

５月ぐらいに出た経団連のご要望なのですが，
地方法人課税の負担軽減といたしまして，ここ
の�１の２番目の「○」に，「地方法人特別税に
ついては，遅くとも消費税率の１０％への引き上
げ時までに確実に廃止すべく，平成２６年度税制
改正で成案。制度の創設経緯からして，本来で
あれば単純廃止が当然」ということで，これを
廃止することで法人実効税率の引き下げを実現
したらどうかというご提案を頂いています。

しかし，そのすぐ下に，「万が一，単純廃止
が困難である場合」というふうに書いてありま
すので，多分，経団連さんも，万が９，９９９は単
純廃止は無理なのだろうなと思っていただいて
いるのだと思いますが，いずれにしても，国税
に統一した上で，段階的に縮減というご提案を
頂いております。

それから，資料42は経済同友会から頂戴した
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提案です。地方法人特別税部分とか地方税部分
について，個人住民税の所得割とか固定資産税
の土地を引き上げて，１回下げて，最後は地方
消費税でもう１回下げてはどうかというご提案
も頂戴しております。

これも，私ども，ご提案を見もしないで反論
するということではなくて，ちゃんと勉強させ
ていただいているという証拠のようなもので出
させていただいているわけですが，やはり地方
消費税を引き上げて国民の皆さんの負担を広く
お願いしているときに，現実に今，住民税，固
定資産税（土地）というのを引き上げることが
可能かというと，これはなかなか厳しいものも
あるなと思っております。いずれにしても，法
人実効税率の問題と併せて，この辺も議論にな
っていく可能性がございますが，それはそれと
して，富裕県と貧乏県の問題は解決していきた
いと考えている次第です。

３．車体課税

資料43は，車体課税の見直しです。自動車取
得税，自動車重量税については，税制抜本改革
法の中で見直しということになっておりまして，
特に（イ）のところに，自動車取得税は，２段
階で引き下げ，消費税率１０％の時点で廃止する。
消費税率８％段階では，エコカー減税の拡充な
どグリーン化を強化するというふうに書いてい
ます。

その一方，消費税１０％段階で，自動車税にお
いて自動車取得税のグリーン化機能を踏まえつ
つ，一層のグリーン化の維持・強化及び安定的
な財源確保の観点から，環境性能等に応じた課
税を実施するとなっています。

その上で，安定的な財源を確保して地方財政
の影響に対する適切な補てん措置を講じるとい
うことになっておりますので，そういう枠組み
の中で検討することになっています。

よく新聞記事の中で，自動車取得税は消費税
との二重課税であるから廃止することが決まっ
たような記事が出ておりますが，二重課税だか

ら廃止するということは，どこにも政府の決定
にも，与党の決定にも出ておりませんで，もと
もとの法律の規定に「簡素化を図る」というの
がございまして，自動車に関しては，市町村は
軽自動車税，国は自動車重量税をかけておりま
すが，都道府県だけが自動車税と自動車取得税
の２つの税をかけているということもありまし
て，われわれとして，簡素化は必要であるとい
う観点から自動車取得税の廃止ということは提
言されたと思っていますけれども，その機能は
自動車税の方で維持をするというふうなことが
書いてありますので，どういうふうな機能，財
源を確保するという機能をどうするか，グリー
ン化をどうするのか，そういう点について与党
の議論をいただきたいと思っています。

そういう中で資料44は，地方にとって自動車
重量税・取得税，両方とも貴重な税源であると
いうことを書いています。
資料45は，地方六団体からの要望なのですけ

れども，廃止することだけを決めて，代替財源
が明記されていないのは遺憾であるといわれて
おりますので，われわれもちょっとどうしたら
いいか検討しているところです。

そして，資料46のとおり，そのために検討会
を作って議論させていただいているところです。
資料47は，自動車取得税の適用状況です。こ

れは何を申し上げたいかといいますと，現に今，
自動車取得税を廃止すると何が起こるかという
ことで，例えば一番上の輸入車，１，３２０万円と
書いてありますが，９km/L のものについては，
現時点で自動車取得税がほぼ６０万円かかってい
ます。これに対して上から４番目，３２km/L 走
る国産ハイブリッド車については，エコカー減
税によりまして，現在は１円も自動車取得税は
かかっていません。

これを，このまま消費税率引き上げのときに
廃止したら何が起こるかというと，輸入車 A
には６０万円の税廃止によるメリットが生じ，国
産ハイブリッドの方には全く生じないというこ
とで，今までやってきたエコカーを推進すると

― 45 ―



いうことについて逆行する制度になってしまう。
このことをどう考えるかということが，先ほど
のグリーン化の維持をどう考えるかという論点
ということです。

その上にまたもう１つややこしい論点があり
ま す の が資料48で，TPP の 際 に，「自 動 車
TOR」というのが決定されまして，３番にご
ざいますように，TPP 交渉と並行して自動車
貿易に関する交渉を行うことを決定した。対象
事項として透明性，流通，基準，環境対応車／
新技術搭載車，財政上のインセンティブと，こ
ういうふうに書いてありまして，その財政上の
インセンティブの中身は，一番下にございます
ように，税制の運営に関する政府の主権的な権
利を害することなく（中略）差別的な効果を与
えないことを確保するため，取り上げられると
いうことになっています。

これに関する交渉は，１回だけ行われたとい
うのが新聞に出ています。TPP と同じで，保
秘がかかっておりまして，内容についてはお話
しできないわけですけれども，こういった要素
も考えながら議論をさせていただかなくてはな
らないと思っています。

４．ゴルフ場利用税

最後にゴルフ場利用税の廃止というのが文部
科学省から要求されています。スポーツにかけ
るのはけしからんということですけれども，資
料50を見ていただきますと，多分ここにおられ
る方は東京におられる方が多いと思うのですが，
東京におられる方が，多分東京外の関東圏に
９００万回ゴルフに行っておられまして，それに
ついて，道路も使っておられますけれども，税
負担をしておられません。若い１８歳未満の方の
ゴルフは非課税になっています。それから，あ
まりビールも飲まれない７０歳以上の方のゴルフ
も，もう既に非課税になっておりますので，ぜ
ひブレザーを着て昼休みにビールを飲むような
方は，ビール１杯分の８００円ぐらいを置いてき
ていただくというつもりで，ぜひお払いいただ

けないかなというお願いをして，残りはちょっ
と説明を省略させていただきます。

以上です。

―――――――――――――――――――――

Ⅵ．個別税制の現状と課題につい
ての討論

（岩﨑） ありがとうございました。既に時間
をだいぶ経過しておりますので，論点を絞って
議論をしていただければと思います。まず谷口
様から，ご意見をお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（谷口） 各論の方で，ポイントだけコメント
させていただきます。

１．法人税
（法人実効税率）

法人実効税率につきましてはいろいろとご説
明をしていただきましたが，われわれとしては，
戦っているアジアの諸国に比べて法人実効税率
が高いという認識です。ただ，いろいろ，先ほ
ど星野審議官からもお話がありましたように，
製造業を中心に投資減税をするという流れが出
て来ておりますが，われわれとしては国内だけ
の投資促進ではなくて，海外からの投資を呼び
込んで，国内の雇用拡大も図れるように，何と
か実効税率の問題は今後も議論していただきた
いということです。
（研究開発費）

研究開発費は，先ほども話がありましたけれ
ども，これから成長軌道に乗せていくという課
題に非常に大きな役割を負っていると思います。
特に，生産年齢人口つまり働き手が減っていく
中で，１人当たりの GDP を稼いで成長させて
いかなければいけない，その裏付けはやはり研
究開発を通じた生産性・付加価値向上なのでは
ないかと思っています。
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そういう意味では，研究開発にいろいろな手
当てをしていただいていますけれども，海外で
はさらにそれを上回っているという面もありま
すので，やはりこの面につきましても，今後検
討をぜひしていただきたい。

２．消費税
消費税については，足元の上げるか上げない

かの次に，さらにどうするのかという議論が多
分来ると思います。

それで，番号制度，この法律が成立いたしま
したので，逆進性対策も含めて，ベースを整え
ていくことで，いろいろとうまく使っていただ
きたいなと思っています。

情報の漏えい問題とか，いろいろリスクはあ
るのですけれども，これはこれでまたちゃんと
手当てするということで，まさに，先ほどの公
平性を裏付けるための番号制度の活用というこ
とを提言したいと思います。

３．所得税
所得税の所得再分配機能が，去年の最高税率

の引き上げぐらいではまだまだ足らないと思っ
ております。所得税について再分配機能なり，
徴収機能を，もう一段，高める必要があるだろ
うということです。

４．地方法人課税
地方税につきましては，税源の性格からいっ

て，地方法人二税というのは，応益原則の観点
からちょっと違うのではないかという意味です。

当然，税源が何かないと，単純にやめるわけ
にいかないというのはよくわかるわけですので，
やはり税源の入れ替えも含めて，この辺をきち
んと検討して，地方税にふさわしい税源という
ものを確保していくことが必要なのではないか
と思っています。

５．国際課税
それから国際課税については，今日の午前中

の増井先生のお話，それから先程の星野審議官
からのご説明にありますように，いろいろと進
み出しています。

これは，企業のファンダメンタルであります。
後から脱税だったとか，二重課税されるという
のはたまりませんので，ぜひ官民で議論してい
ただいた上で，OECD 等の場で，早めにコン
センサスを形成していただきたいと思っており
ます。

６．償却資産に係る固定資産税
それから，１点だけ，固定資産税の償却資産

課税の話を先ほど平嶋審議官がおっしゃってい
たのですが，やはり私どもとしては，償却資産
課税そのものが，やはり地方の応益関係のバラ
ンスでいうと，ちょっと合わないのではないか
という認識がございまして，やはりこれについ
ても，十分な議論をさせていただきたいという
ことです。

以上です。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） 続きまして，土居先生からご議論く
ださい。
―――――――――――――――――――――

（土居） 手短に申し上げます。

１．所得税
まず星野審議官に，所得税に関して質問させ

ていただきます。所得税は，先ほど谷口さんか
らお話がありましたけれど，所得再分配機能を
いかにこれからさらに発揮させるかというとこ
ろは重要なポイントになってくると思います。
特に社会保障にまつわる給付と負担の世代間格
差のことを考えますと，公的年金等控除が手厚
過ぎるのではないかという批判が経済学者から
は以前から言われております。この点について，
今後の公的年金等控除の改革の方向性はどうい
うふうにお考えであるかということについて，
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今お話しいただける範囲でお聞かせいただけれ
ばと思います。

特に，既にご承知のように，給与所得控除は，
民主党政権の中で改められまして，上限が設け
られました。上限以下の方は，特にそれで大き
く変更があるわけではなかったけれども，役員
報酬等々で控除などが減るということはありま
す。しかし，上限だけではなくて，全体として
控除の額自体を抑制するという方向も考えられ
るとは思うのですが，そのあたりの方向性につ
いて伺えればと思います。

２．償却資産に係る固定資産税
それから，平嶋審議官には２点ほどありまし

て，先ほど償却資産にかかる固定資産税につい
ては，かなりゼロ回答というようなお話であり
ました。ただやはり，課税するにしても，応益
課税だということをかなり地方自治体側が訴え
て，応益課税だからこそ償却資産に課税するの
だというような説明の仕方は，なかなか通らな
いのではないかと思うわけです。

Too big too fail 式というのでしょうか，税
収が多過ぎて，なかなか急には減らせないとい
うことなのか，しばらくの間はやむを得ないと
しても，償却資産に課税するぐらいならば，先
ほど平嶋審議官がお触れになったように，小規
模宅地，それから農地の優遇策を，固定資産税
に関しては縮小していくこととの対応で代替財
源という可能性というのは，今すぐは無理にし
ても，将来考えられるかどうかということをお
伺いしたいと思います。

３．地方法人課税
それから最後の１点は，地方法人特別税に関

して，最終的には利害が錯綜しているので，政
治決断を求めることになるとは思うのですけれ
ども，政治決断を下すということになったとし
ても，今いろいろ挙がっている論点で，これだ
けはさすがに欠かせない，配慮せざるを得ない，
そういうような論点として浮かび上がってきて

いるものが現時点であるとすれば，どのような
ものがあるかということをご紹介いただければ
幸いです。

以上です。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。難しい論
点がいろいろ出ましたが，それぞれ審議官から，
今の段階でお答えできる範囲でお答えいただけ
ればと思います。まず星野審議官からお願いい
たします。
―――――――――――――――――――――

（星野） まず，谷口様からのご質問です。

１．法人税
（法人実効税率）

法人実効税率について，縷々こちらも述べさ
せていただきましたけれども，今後，この問題
についてはまだまだ議論が続いていくことだと
思っています。

繰り返しになりますけれども，１％下げるこ
とによって，国・地方で４，０００億円の財源がか
かるということについて，代替財源も含めて考
えていかなければいけないということと，法人
税に対するアプローチとして，一律の税率引き
下げがいいのか，ターゲットを絞った何らかの
法人の特別措置がいいのかということについて
も，今後さらに議論を深めていきたいと考えて
おります。
（研究開発税制）

研究開発税制についてご指摘がございました。
これは日本の制度自体もかなり思い切った制度
になっておりまして，最大限で法人税収の４割
をカットできるということになっておりまして，
この制度を利用することによって，実際の出来
上がりの法人税率，例えば国税ですと２５％の水
準から１５％ぐらいに水準が下がるということで
す。

海外もいろいろやっているという話ではござ
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いますけれども，つぶさに制度を比較すると，
対象が限定されていたりとか，例えば減価償却
費が含まれていないとか，日本の制度よりも若
干使い勝手が悪いようなこともいろいろありま
して，そういう意味では今の日本の制度は，か
なりのものだなとは思っています。

ただ，研究開発については，いずれにしても，
企業の足腰を強化するという意味では非常に重
要ですので，今回，この秋の法人税の検討に当
たっても，研究開発税制については議論の俎上
に載っておりますので，今後とも研究開発税制
について検討していきたいと考えております。

２．消費税
それから，消費税の関係で，番号制度を使っ

て逆進性対策ということです。番号制度につい
ては，ご案内のとおり，法律が成立して，導入
が図られるということになりました。先ほど資
料の中でもちょっと見ていただきましたけれど
も，対策としては，当面は簡素な給付措置を行
っていくということになっているわけですけれ
ども，番号制度が実施された暁には，給付措置
についてもう少しきめ細かい制度にするのか，
はたまた軽減税率をやっていくのかといったよ
うなことについて，さらに議論をしていかなけ
ればいけないと思っています。

いずれにしても，番号制度を活用して，税制
をきめ細かく行っていく。それから，社会保障
制度も含めて，給付と負担の在り方をもう少し
きめ細かく見た制度設計をやっていかなければ
いけないということで，番号制度の活用につい
ては今後とも検討していきたいと考えておりま
す。

３．所得税
それから，所得再分配機能の話でご指摘がご

ざいました。所得税については，実は今日お配
りした資料の中で，資料42，資料43にあります。
資料43を見ていただくと，個人所得課税の実

効税率の国際比較という表を載せたのですけれ

ども，これを見てわかっていただけるかと思う
のですが，日本は低所得者，要するに１，０００万
円からもうちょっとのところまでの負担の率が，
諸外国に比べてものすごく低いということにな
っています。

所得再分配機能の強化といったときに，非常
に難しいのは，実は日本はものすごく税率が寝
ていて，相対的に低い所得の人があまり所得税
を負担していないという構造になっている中で，
国際水準も見ながら，どのように所得税の課税
強化をしていくかという問題がございます。

これは，今後消費税をどうしていくかという
ことも絡むわけですけれども，担税力なり，社
会保障の負担も含めて，総合的に考えていく必
要があって，所得再分配機能を高めるという話
と，結構，中低所得者に効くような税制改正を
やっていかないと，構造論としてはなかなか難
しいものがあるのだということをご理解いただ
ければと思います。今後とも所得税については
引き続き議論をしていかなければいけないと思
っています。

４．国際課税
国際課税については，官民での議論，早めの

コンセンサス形成をというご意見でしたが，私
どもも国際課税については，なるべく議論を明
らかにして，民間の意見もなるべく取り入れて，
いろいろな議論に臨んでいきたいと考えていま
す。

５．所得税
それから，土居先生からは所得税の関係で，

公的年金等控除についての改革の方向性という
ことで，ご質問がございました。

この問題については，先般出ました国民会議
の議論の中でも，年金制度の改革に伴って，例
えば高所得者の年金給付の在り方と並んで，公
的年金等控除を含めた年金課税の在り方の見直
しを進めなさいといったような提言がなされて
おりますので，ある程度高い方の所得について
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公的年金等控除をどうするかという点について
は，土居先生もご指摘されているとおり，給与
所得控除との関係，上の方のキャップを設ける
といったような話も含めて，やはり制度のある
程度の統一性を図っていく必要があろうかと思
っています。

全体として控除の抑制をどうするかというこ
とについては，これはなかなか今の時点で，ど
のようにやっていくかということについては，
なかなかお答えしにくい面もありますけれども，
ただ，公的年金等控除については，今申し上げ
た国民会議でも指摘がなされているところです
ので，課題としていろいろと検討していきたい
と思っています。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） それでは，平嶋審議官，お願い申し
上げます。
―――――――――――――――――――――

１．地方法人課税
（平嶋） 私の方は，法人課税と償却資産のお

話を頂いたと思っております。この２つは関係
をしておりまして，地方法人二税の引き下げで，
実効税率を引き下げてほしいという議論の一方
で，先ほど法人擬制説の立場から，やはり法人
所得課税というのは，地方課税には向かないの
ではないかというご議論も頂いています。

そうしますと，では法人は地方の行政サービ
スから受益を受けていないのかといわれれば，
法人の営業活動・生産活動で道路も使うし，事
故が起きることもありますし，救急が行くこと
もあるということで，一定の負担はしていただ
かなければいけない。

そのときに，外形的な標準でかけていくとい
うのが１つの方法でございまして，私どもとし
ては，実際に外形標準課税は地域の遍在性も是
正することが私どもの調査でわかってまいりま
したので，できましたら外形標準課税を拡大し
ていきたいという気持ちはございます。

ただ，これに関しては，１億円以上の大企業
の中でも議論が分かれておりますし，ましてや，
赤字法人の多い１億円以下の中小企業に関して
は，外形標準課税の導入に極めて消極的なご意
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見を頂戴しているということで，極めて難しい
問題と思っています。

２．償却資産に係る固定資産税
その中で，一種のこの償却資産に対する固定

資産税というのも，法人の外形課税の１つと見
ることも可能なわけで，全体として法人が地方
に対してどういうふうな負担をするのかという
議論が，やはり必要なのかなと率直に思ってい
ます。

固定資産税の償却資産に関して，動くもの，
機械装置を念頭におっしゃる方が多いのですが，
先ほど申しましたように，例えばダムですとか，
それから電気会社の送電用の鉄塔とか，こうい
ったものも実は償却資産ということで課税をさ
せていただいているわけで，家屋にも課税して
いることの関係も考えていただいたり，やはり
資産としての価値を考えていただいたりすると，
そうそう不公平ということでもないのかなと思
っています。

特に，例えば１億円の償却資産を購入されて，
例えば５年で償却するというものになります
と，５年目，６年目になりますと，もう５％に
なってしまいますので，１億円の資産に６年

後，７年後にかかっているのは，元が５００万円
の 残 価 し か な い の で，実 の こ と を 言 え
ば，１．４％掛けて７万円ですか，それだけがか
かっているということになるわけですので，そ
んなにものすごく重たい税ではないと思ってい
ますが，いずれにしても，いろいろなご意見を
いただいていることは，よく勉強させていただ
いて，議論させていただきたいと思っています。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。

おわりに

（岩﨑） 大変ホットな議論を展開していただ
きました。本日予定していた終了時間を大変
オーバーしてしまいましたが，今後，年度末に
かけて政治的にはますます議論はヒートしてい
くと思いますので，その際の検討の基礎を提供
できたのではないかと思っております。

本日はご清聴ありがとうございました。これ
で本日の討論を終了させていただきます。どう
もありがとうございました。

― 51 ―


	扉
	第６５回租税研究大会開催にあたり会長挨拶
	多国籍企業の利子費用控除に関する最近の議論
	税制を巡る現状と課題

